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１－１　協力の背景と概要

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）においては、1999 年以降地方分権化

が進められており、2004 年には新自治法第 32 号、国家開発計画法第 25 号が制定され、地域

開発の主役は州・県・市政府へと移った。特に県・市政府には、住民各層のニーズをボトム・

アップによる計画策定プロセス（ムスレンバン）により取り入れ、地域の特性に応じた地域開

発計画を作成し、実施することが強く求められている。また、州政府には、国家開発計画との

整合性をもった州全体の開発計画を作成すると同時に、計画策定プロセスにおいて県・市政府

に対する支援・調整を行うことが求められている。

JICA はこれらの課題に関連して、これまでにスラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェクト

（1997 ～ 2002 年）、地域開発政策支援プロジェクト（2001 ～ 2005 年）、地方行政人材育成プロ

ジェクト（2002 ～ 2007 年）、市民社会の参加によるコミュニティ開発プロジェクト（2004 ～

2006 年）をスラウェシ 6 州を含めた地域で実施してきており、地方分権下での地域開発支援に

関する経験と教訓、インドネシア側関係者・機関とのネットワーク等のアセットを蓄積してい

る。

こうした背景の下に、インドネシア政府は、スラウェシ 6 州を対象地域として、地方政府

のイニシアティブによる地域開発の推進を図る技術協力プロジェクトをわが国に要請してき

た。これを受け、スラウェシ 6 州において、地域開発に係る関係者間の協働メカニズムの定着

を目的として、「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」（Sulawesi Capacity Development 
Project：CDP）が、2007 年 9 月から 3 年間の予定で開始された。

協力開始以降、プロジェクトでは、州・県レベルの地域開発関係者に対し、参加型開発に係

る研修を実施し、その後の実践（パイロット活動）及び経験共有を通して関係者の能力強化に

取り組んできた。そして、2010 年 7 月に実施された終了時評価調査において、①プロジェクト

目標達成に更なる時間を要すること、②本プロジェクトが提供してきた技術支援を引き継ぐ人

材を組織化する必要があること、③インドネシア側の要望を踏まえてスラウェシ以外の地域へ

の展開のための準備を行う必要があること、を理由に協力期間の延長が提言された。これを受

け、プロジェクト活動期間は 2012 年 9 月まで 2 年間延長されている。

1.　案件の概要

国　名：インドネシア共和国 案件名：スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト

（略称：スラウェシ CD プロジェクト）

分　野：貧困削減・地域開発 援助形態：技術協力プロジェクト

主管部署：インドネシア事務所

本部支援部署：産業開発・公共政策部

協力金額（評価時点）：6 億 9,000 万円

協力期間 （当初）： 2007 年 9 月 16 日～

2010 年 9 月 15 日

（延長）： 2010 年 9 月 16 日～

2012 年 9 月 15 日

先方関係機関： 内務省援助調整局、国家開発企画庁

（BAPPENAS）、スラウェシ 6 州の地

域開発計画庁（BAPPEDA）

日本側協力機関：日本福祉大学

他の関連協力：東北インドネシア地域開発プログラム

評価調査結果要約表
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１－２　協力内容

（１）上位目標

スラウェシ 6 州において、関係者の協働メカニズムが普及することにより、地方主導の

地域開発が推進される。

（２）プロジェクト目標

スラウェシ 6 州において、地域開発に係る関係者の能力が強化され、協働のメカニズム

が整備される。

（３）成　果

成果１：研修を通じて計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画能力が強化される。

成果２： パイロット活動（Pilot Activity：PA）の経験を通じて、制度化された関係者の協働に

よる事業実施運営能力が強化される。

成果３：�州内外において経験共有を行う州実施委員会（Provincial Implementation Committee：
PIC）の機能が強化される。

成果４：�CDP アプローチの持続性及び普及展開可能性を高めるための方策が確立される。

（４）投入（評価時点）

日本側：総投入額　6 億 9,000 万円

長期専門家派遣 4 名

短期専門家派遣 7 名

本邦研修 59 名

機材供与  930 万円

現地活動コスト負担 1 億 7,400 万円

相手国側：

カウンターパート（C/P）配置 延べ 24 名

土地・施設提供 各州における執務室

機材購入

現地活動コスト負担 136 億 5,547 万 5,925 インドネシアルピア（IDR）

２．評価調査団の概要

日本側

調査者 担当分野 氏　名 所　属

団長（総括）

参加型開発／

地域開発

地域開発

協力企画 1
協力企画 2
評価分析

多田　知幸

角田　学

稲葉　誠

薬師　弘幸

榎木　とも子

澤下　理恵

JICA インドネシア事務所　次長

国際協力専門員

国際協力専門員

JICA 産業開発・公共政策部

JICA インドネシア事務所　企画調査員

㈱オリエンタルコンサルタンツ
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３－１　実績の確認

（１）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標は達成されたと判断する。

今次終了時評価時点では、対象 29 県／市のうち 7 県／市において協働メカニズムが整備

された（PDM 目標値 6 県／市）。前回終了時評価時（2010 年 7 月）に協働メカニズムの制

度化過程にあった 2 県では、県知事令が発布された（タカラール県：2011 年 2 月、ワカト

ビ県：2012 年 2 月）。この 2 県が参考事例となり、新たに 5 県／市（ポフワト県、パリギ

モトン県、パル市、北ミナハサ県、マムジュ県）が協働メカニズムの制度策定過程（県知

事令素案の改訂等）に至っている。

（２）成果の達成状況

１）成果１（3 層研修）

成果１の達成度は高いと考察される。

2010 年 9 月からの協力期間延長以降、対象県／市のうちこれまでに主体的な取り組み

に至っていない 18 県／市を対象とし、政策決定者向け補完セミナー及び計画官向け補完

研修が実施された（指標１）。これにより少なくとも 7 県／市（マムジュ県、北マムジュ

県、北ブトン県、南コナウェ県、北コナウェ県、ポレワリマンダル県、バウバウ市）に

て、主体的な取り組みが確認できた。地域開発計画は延長前の 5 県から延長後は 9 県で

インドネシア側

調査者 氏　名 所　属

Ir. Gunawan, MA

Anang Handoyo, S. Kom

Ivan Rangkuti

Farida Kurnianingrung

Arief Setyabudhi

DR. Royadi, SH, MM

Lie Sinfi

Ester Vinny Ella Marpaung

Head of the Center for Management of Overseas 
Cooperation of the Secretariat General, Ministry of Home 
Affairs (MoHA)
Staff, Division of Interstate Cooperation, Center for 
Administration of Overseas Cooperation, MoHA
Head of Division of Proper Technology Usage, Directorate 
General for Community and Village Empowerment, MoHA
Head of Sub-Division of Proper Technology Usage, 
Directorate General for Community and Village 
Empowerment, MoHA
Consultant of Division of Proper Technology Usage, 
Directorate General for Community and Village 
Empowerment, MoHA
Head of Sub-Division of Development Planning for IV 
Region (Sulawesi), Directorate for Regional Development 
Planning, MoHA
Head of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education 
and Training Agency, MoHA
Staff of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education 
and Training Agency, MoHA

調査期間 2012 年 6 月 10 ～ 30 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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策定もしくは改訂されたほか（指標２）、研修参加者による活動数も、延長前の 43 から

113活動に大幅に増加した（指標３）。研修数も延長前の23から93研修となった（指標４）。

また、延長 2 年間に 2 回のコミュニティ・ファシリテーター（CF）研修実施のための指

導者研修（Training of Trainers：ToT）が実施され、45 名が新たに養成された（延長前 13
名、全養成数 58 名、PDM 目標値 42 名）（指標５）。参加型地域社会開発とコミュニティ・

ファシリテーションを理解している指導員は、目標の 18 名を上回り、29 名となった（指

標６）。研修マニュアル数も延長前の 9 種から 21 種に増え（指標６）、延長前の 51 研修

に加え 42 研修が実施された（指標７）。

２）成果２（実践／パイロット活動）

成果２の達成度は高いと考察される。

延長 2 年間において、延べ 3,822 名がパイロット活動に（指標５）、また延べ 2,500 名

が研修やワークショップへ参加し（指標１）、34の地域開発の組織が構築、強化された（指

標２）（前回終了時評価時：パイロット活動参加 593 名、研修／ワークショップ 1,268 名、

20 組織。合計：4,415 名、3,768 名、54 組織）。日本側の資金提供は行わないとの方針に

基づき、パイロット活動は州・県／市・コミュニティの予算・資源を活用して実施され

た（指標３、4）。延長時にはコミュニティによる開発活動は 84 件に上り（指標６）、こ

れら活動を 16 機関が支援した（指標７）。形成もしくは改善された地域開発システム／

メカニズム数も延長前の 3 から延長後は 7 に増えた（指標８）。3 層研修により育成され

た人材を活用し、パイロット活動は加速度的に活発に実施され、地域開発における関係

者の事業実施運営能力が強化されたことが確認された。

３）成果３（経験共有）

成果３の達成度は高いと考察される。

先行事例が効果的に参照され（延長前 6 件、延長後 7 件）（指標１）、プロジェクト目

標となる協働メカニズムの構築・制度化が促進された。蓄積された教訓やノウハウは、

全 21 点（協働メカニズムの制度化教本、CF ／マスター・ファシリテーター（MF）／計

画官研修モジュール、研修運営マニュアル、ドキュメンタリー映像等）から構成される

能力向上（CD）モジュールとして整備された（延長前 9 種を含む）（指標３）。また、7
種のメディア、31 点の出版物が発行された（延長前の 3 種のメディア、11 点の出版を含

む）（指標４）。これに加え、地域／全国レベルのセミナー及びワークショップ等の開催・

参加を通じ、プロジェクトの活動周知・普及が図られた（指標５）。こうした活動の結果、

パイロット活動やグッドプラクティスに関し、9 地域より 12 件問い合わせがあった（指

標２）。

４）成果４（持続性・普及展開）

成果４の達成度は高いと考察される。

インドネシア側の費用負担は年々増加し、2012 年には全体に対する負担割合が 80％を

超えるまでとなった（指標１）。延長後、79 名がスラウェシ島外から、ワークショップや

研修に参加したりサイトを訪問した（指標２）。また、前回終了時評価時の提言に基づき、

対象全 6 州のうち、4 州（北スラウェシ州、中部スラウェシ州、南東スラウェシ州、西ス

ラウェシ州）では、PIC の後継機関が結成され、州政府の承認済みもしくは承認手続き

中であることが確認された（指標３）。この PIC 後継機関の設立は、全 6 州の自立発展性

と普及展開に関する戦略のひとつである。これに加え、2012 年 5 月、プロジェクトの継

続的実施・普及のためのファシリテーター人材組織（COMMIT）が設立された（指標４）。

1997 年以降の JICA によるプロジェクトで育成された 73 名（国会議員、州知事、大学教
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授、州／県行政官、NGO 関係者等）が所属し、主な業務として研修実施、CD コンサル

テーション、及び出版を計画している。CD モジュールが内務省（MoHA）や NGO を通

じ配布されていること、スラウェシ対象地域内に限らず、研修が提供されていることが

確認された（指標３）。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性

以下の理由により、妥当性は非常に高いと考察される。

インドネシアでは、新自治法第 32 号（2004 年）、国家開発計画法第 25 号（2004 年）が

施行され、中央主権体制から地方分権体制への移行、住民の直接選挙による地方政府首長

の選出が進められている。同法では、地方政府の主体性、地域開発における住民参加型ア

プローチやボトム・アップアプローチの必要性や重要性が規定されている。このようにイ

ンドネシア側の開発政策と、本案件のアプローチは合致している。また対象地域であるス

ラウェシ島は、インドネシアにおいて開発後進地域である東部インドネシアに属し、地域

の開発拠点となることが期待されており、開発ニーズと整合している。さらに 2012 年 4 月

に改訂されたわが国の国別援助方針において、「開発における不均衡の是正」が 3 つの柱の

ひとつとして提示されていることから、日本の援助戦略と本案件のアプローチは合致して

いるといえる。

（２）有効性

以下の理由により、有効性は高いと考察される。

１）プロジェクト目標の達成

地域開発に関する関係者の能力が強化され、対象 29 県／市のうち 6 県／市において協

働メカニズムが整備されることをめざしたプロジェクト目標に対し、7 県／市（ワカトビ

県、タカラール県、ポフワト県、パリギモトン県、パル市、マムジュ県、北ミナハサ県）

において協働メカニズムが整備された。ワカトビ、タカラール両県では、県の制度に協

働メカニズムが組み込まれることが県知事令として発布された。他 5 県／市では協働メ

カニズムの制度化に関する知事令等の素案策定／改訂が進められている（2012 年に制定

予定）。

２）プロジェクト目標を達成するために講じられたアプローチ・方策等貢献要因

・計画官向け研修内容の改訂（理論中心から実践中心へ）

・CF 研修・計画官向け研修期間の短縮化

・ 政策決定者セミナー及び計画官向け研修受講者選定基準の見直し（セミナー・研修共

通：積極的な活動の確認できない地域を対象、研修：BAPPEDA の課長・係長限定）

・ToT による CF 研修指導員（MF）の増員

・これまでに育成した人材とネットワークの活用

・グッドプラクティスを活用した経験共有

したがって、各成果〔3 層研修（成果１）、実践／パイロット活動（成果２）、経験共有

（成果３）、持続性・普及展開（成果４）〕が達成された結果、プロジェクト目標の達成に

つながっており、成果とプロジェクト目標間のロジックは適切であったといえる。また、

延長期間には当初プロジェクト期間に達成された成果を有効活用し、プロジェクト目標

達成に貢献した。
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３）本プロジェクトのアプローチの活用と普及拡大

本プロジェクトが採用したアプローチ（CDP アプローチ）の活用性と普及拡大性の高

さを示す事例として、以下の取り組み・プログラムへの導入が確認された。

・西スラウェシ州・中部スラウェシ州の村落開発プログラム

・ ゴロンタロ州・南東スラウェシ州の普及局（農林水産分野の普及担当官・普及員など）

や南コナウェ県等（普及員など）、村落開発プログラムや普及部門セクターの人材育成

（３）効率性

以下の理由により、効率性は高いと考察される。

１）アウトプットの達成度

全成果（１～４）が達成された（「３－１（２）成果の達成状況」参照）。

２）投入と成果の因果関係

・ これまでのスラウェシにおける日本の地域開発分野への協力で培ってきた豊富な人的

資源、知見の活用により、高い効果を得ることができた。

・ 日本からの資金・物によらず、地域の資源を活用することにより、インドネシア側の

オーナーシップ醸成に貢献することができた。

（４）インパクト

以下の理由により、インパクトは非常に高いと考察される。

１）CDP アプローチの普及促進

MoHA 研修所の計画官向け研修の実施請負、JICA 第三国研修、南南協力や円借款プロ

ジェクトへの研修・ワークショップの実施請負、NGO との新たな連携構築、大学院講義

への取り込み等により、CDP アプローチの広い普及を促進する方策が講じられているこ

とが確認された。

２）上位目標の達成見込み

上位目標の指標である州、県の開発計画に記載された「ステークホルダーの参画によ

る自主的な地域開発プロジェクト」数については、現時点で 13 の地域開発計画〔州レベ

ル：6 計画（開始済み 4 計画、開始予定 2 計画）、県レベル：7 計画（開始未開始の別は

不明）〕において、① CDP アプローチによる人材育成、あるいは② CDP アプローチを推

進するための調整組織などの設置を開発計画に盛り込む、あるいはその予定であること

が確認された〔例：ゴロンタロ州村落開発プログラム、中央スラウェシ州村落における

コミュニティ開発プログラム、南東スラウェシ州“Bartheramas”コミュニティ開発プロ

グラム（学校運営・保健の無償化プログラム）、西スラウェシ州“Bangun Mandar”コミュ

ニティ開発プログラム等〕。このうち、4 計画は既に開始されている。これらの先行事例

を参考にして他計画の実施が促進されることが見込める。このような状況より、PIC の

後継機関が設置され、機能し、協働メカニズムに関する関係者間での協力が継続・強化

される限り、上位目標は達成されると予測できる。

３）中央政府の巻き込み

中央政府がプロジェクトに主体的に参画することによる成果のより広範な普及展開の

方策を探るべく、特に延長期間においてプロジェクトは MoHA との連携を深めてきたこ

とが確認された。これにより中央政府は県／市の地域開発の現状、コミュニティのニー

ズや変化を理解・把握する機会を得た。

なお、本プロジェクトによる負のインパクトは確認されなかった。
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（５）持続性

以下の総合的観点より、持続性は高いと考察される。

１）政策、制度面

➢自立発展性と普及展開に関するスラウェシ 6 州の戦略の策定・実施

プロジェクト終了に伴い、当該戦略が検討・策定（2011 年 11 月）、実施されている。

PIC 後継機関の設置、研修修了生の活用は当該戦略の一部である。

２）組織、財政面

➢ PIC の後継機関の設置

プロジェクト終了後に、その機能を引き継ぐ機関が各州にて既に設置、あるいは設置

検討がなされている。またいくつかの州では、人事異動による当該機能の退化を防止す

るため、PIC 後継機関の業務を BAPPEDA 内担当部局の本来業務として州条例で規定す

るなどの措置が検討されていることが確認された。

➢地方政府予算を活用した運営

対象 29 県／市のうち、17 県／市では活動の独自予算が投入され、7 県／市にもその意

思が確認された。前回終了時評価時（2010 年 7 月）と比較し、CDP アプローチの定着が

進んでいることが確認された。

３）評価時点の状況

➢普及ツールとしての CD モジュールの開発

活動を通じて生まれたノウハウや経験共有のツールとして、全 21 点から構成される

CD モジュール（協働メカニズム制度化教本、計画官向け研修教本、研修運営マニュアル、

CF 研修教本、ドキュメンタリー映像等）が開発された。これらは MoHA、BAPPENAS、
地方政府、NGO 等を通じ、広く配布されていることが確認された。

➢ CDP アプローチのリソースバンクの設置

前回終了時評価の提言に基づき、ファシリテーター人材組織（COMMIT）が設置された。

COMMIT は、CDP アプローチを継承した地域開発のための人材育成や政府関係機関等に

対するコンサルテーション実施の能力及び人的ネットワークを有する。COMMIT を通じ

CDP アプローチの普及展開が継続されると想定できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

計画内容、実施プロセスにおける効果発現について、次の要因が貢献したと考察する。

（１）計画内容に関すること

１ ）これまでにわが国が実施したスラウェシ地域によるコミュニティ開発案件における成

果や培った人材ネットワークが、対象地域において既に一定程度浸透していた。このた

め本プロジェクトでは小規模の追加的な人材育成研修によって、政府の実施体制を確立

することができた。

２ ）協働メカニズムの制度化等、本プロジェクトでの活動を通じて、先方のオーナーシッ

プが醸成された。また制度化プロセスを先方の政策決定手順と合致させた。これらに

よって、先方が従来の政策決定手順にのっとり、主体的に本プロジェクトの実施に携わ

ることができた。

３）パイロット活動が先方の資源活用を促進し実施されたこと。
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（２）実施プロセスに関すること

１ ）人材育成を政策決定者・計画官・CF の 3 層でとらえ、まず、政策決定者に対する本プ

ロジェクト概念の理解を促した。この戦略的アプローチによって、州 BAPPEDA 局長が

プロジェクトを理解したうえで、これに続く人づくり・組織づくり・制度化を進めるこ

とができた。

２ ）これまでの JICA のスラウェシにおける地域開発プロジェクトで培った資源（人的ネッ

トワーク）を活用したことによって、本プロジェクト概念への理解が円滑に促進され、

プロジェクトの効率的な実施に貢献した。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

なし。

（２）実施プロセスに関すること

頻繁な人事異動が、関係者の理解促進や、実施プロセスにおける効果の発現に影響を及

ぼしたものの、過去のスラウェシにおける JICA の地域開発プロジェクトで培った人的ネッ

トワークを活用したことによって本プロジェクト概念への理解が促進され、結果的に効果

の発現には大きな影響を及ぼさなかった。

３－５　結　論

本件はインドネシア地方行政に係る開発政策との整合性が保たれており、妥当性が高いこと

が確認された。また延長期間中に実施された三層研修、CD モジュールの作成やリソースバンク

の組織化、PIC の後継機関の設立はプロジェクト目標の達成に貢献し、その有効性は高かった。

さらに、本プロジェクトは過去の類似プロジェクトのアセットである人的資源、経験や教訓が

生かされており、その効率性も高い。また、対象州内の複数の開発プログラムに協働メカニズ

ムを導入することが検討されていることから、各州の取り組みの継続が確保されれば上位目標

達成の可能性は高い。このほか、CDP アプローチの他州への普及、MoHA による研修、円借款

等の他開発プログラムとの連携、他国からの研修受け入れ等、本プロジェクトが残したインパ

クトは大きい。さらに、6 州中 4 州では州政府において CDP アプローチを継承する後継機関が

設立あるいは設立検討中であること、プロジェクトを通じて育成されたファシリテーター人材

が正式に組織化されたことから、プロジェクトの持続性は高いと判断できる。

上記の観点から、総合評価は高いといえる。今後、CDP アプローチの普及に係るインドネシ

ア側関係者のイニシアティブが継続することにより、本プロジェクトが残した財産がインドネ

シアの中・長期的な地域開発に貢献し、また、コミュニティと行政の信頼関係の醸成に寄与し

ていくことが期待される。

３－６　提　言

（１）州政府に対する提言

➢  6 州各州において設立された協働メカニズム促進機能を有する PIC 後継機関の恒常的な

機能化を促進すること。特に、ゴロンタロ州及び南スラウェシ州においては、PIC 後継

機関が未設立であり、早期の対応が望まれること。

➢ 各州において州内各県における協働メカニズムの取り組み状況をモニタリングする体制

を整備すること。また各県の状況や取り組み事例を他県とも共有できる取り組みを実施
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／継続すること。

➢  COMMIT と連携を図りながら協働メカニズムを促進すること。また各州政府は今後、

COMMIT がプロジェクト終了後も同様の活動を継続するための体制（移動手段、執務室

の確保等）を維持すること。

（２）各州の PIC 後継機関と JICA に対する提言

➢ 上記（1）の機関の間で定期的に情報・経験共有を図ること。JICA はこれに係る必要な

フォローアップ的支援を行うことが有効である。

（３）JICA に対する提言

➢  JICA はこれまでに培った人材やネットワークを活用した CDP におけるアプローチをイ

ンドネシア国内だけでなく、他国・他地域における地域開発事業に活用すること。また、

同アプローチについては学術的検証を行い、これを踏まえて幅広く他ドナーに対して発

信すること。

３－７　教　訓

（１） 過去に類似の協力によるアセットがある場合は、過去に積み上げられた地域開発手法や

人的ネットワークを積極的に活用することが重要。

（２）�日本の過去の協力で蓄積された外部人材の活用により、プロジェクトの最初の成果を協

力期間の早い段階で発現させることで、結果、広範な関係者をひきつけ、プロジェクト

概念の理解の促進や協働への動機づけに貢献する。

（３）�政策決定者の巻き込みが、プロジェクトの成果を単なる単発なものに終わらせず、既存

の枠組み内での制度化に結び付けることに寄与する。
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1-1  Background of the Project
Since 1999, Indonesian political system has been decentralized. Enactment of Law No. 25 and No. 32 

of 2004 regarding development planning system and regional autonomy respectively indicates that national 
development planning should be implemented by central, provincial and district/city governments based on 
the roles and functions as prescribed in the aforesaid laws.

Under such circumstances, the role as coordinator and intermediate policy channel in a new bottom-up 
policy process to district/city governments while maintaining consistency with national development plan 
is required for provincial governments.  For district/city governments, on the other hand, the role to execute 
bottom-up regional development planning and implementation reflecting communities’ needs is required.

Thus, six provincial governments of Sulawesi requested a Technical Cooperation Project which promotes 
regional development based on local governments’ initiatives.  In response to this request, Sulawesi 
Capacity Development Project (hereinafter referred to as CDP) which aims to establish collaboration 
mechanisms among the stakeholders of regional development in six provinces in Sulawesi has been 
implemented from September 2007, for three-years duration.

Since its commencement, the project has been working in the capacity development of stakeholders, who 
are the provincial and district level of regional development officials, through conducting training relating to 
participatory development, subsequent practice (pilot activities) and experience sharing. Then, at the terminal 
evaluation survey conducted in July 2010, the extension of the cooperation period has been proposed based on the 
following reasons; ① it takes additional time to achieve the project goals, ② it is necessary to organize the human 
resources to take over the technical assistance this project has been provided, ③ it is necessary to prepare for 
spreading-out the project activities to areas other than Sulawesi, on request from Indonesian side. In response to 
this, project period is extended for two years until September 2012.

Related Technical Cooperation Projects are as follows: Empowerment of the Poor in South Sulawesi to 
Support Poverty Alleviation Program (1997-2002), Regional Development Policies for Local Government 
(2001-2005), Project for Human Resource Development for Local Government (HRDLG) (2002-2007); 

評価調査結果要約表（英文）
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Development), and Six provincial BAPPEDAs in Sulawesi

Period of Cooperation (R/D signed on 7 
August, 2007)
(Original): 16 September, 2007- 15 
September, 2010
(Extended): 16 September, 2010 – 15 
September, 2012

Supporting Organization in Japan: Nihon Fukushi University

Related Cooperation: Northeastern Indonesia Regional
Development Program
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Community Empowerment Program with Civil Society (PKPM) (2004-2006).

1-2 Project Overview
(1)  Overall Goal

Regional developments in Sulawesi with local initiative under the collaboration of stakeholders are 
promoted.

(2)  Project Purpose
The capacity of stakeholders for regional development in Sulawesi is strengthened and the 
mechanisms of collaboration among stakeholders are developed.

(3)  Outputs
Output-1: The planning capacity of stakeholders for regional development is enhanced through their 
understanding of its process of planning and implementation.
Output-2: The management capacity of stakeholders for regional development is developed through 
experience of pilot activities.
Output-3: Function of Provincial Implementation Committee (PIC) to share experiences in each 
province is strengthened and sharing information among 6 provinces and in other regions is promoted.
Output-4: Measures for enhancing sustainability and replicability of the CDP approach are identified.

(4)  Inputs (as of evaluation)
Japanese side

Long-term Expert 4 persons Short-term Expert 7 persons

Trainees received 59 persons Local cost JPY 174 Million

Equipment 6 vehicles Total amount JPY 690 Million

Indonesian side
Counterpart 24 persons Equipment -

Office Facilities 1 office/province, 6 offices in total

Local cost IDR 13,655,475,925

2. Evaluation Team

Members of
Japanese
Evaluation Team

Team Leader TADA Tomoyuki Senior Representative
JICA Indonesia Office

Participatory Development / 
Regional Development

TSUNODA Manabu Senior Advisor
JICA Headquarter

Regional Development INABA Makoto Senior Advisor
JICA Headquarter

Cooperation Planning 1 YAKUSHI Hiroyuki Deputy Director
Industrial Development and 
Public Policy Department
JICA Headquarter
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3-1  Progress of the Project
(1)  Achievement of the Project Purpose

For the following reasons, the project purpose is considered to be achieved.
It is observed that seven districts/cities developed the collaboration mechanisms as of evaluation in 
June 2012 (cf. target in PDM: six districts/cities). Two districts: Takalar district and Wakatobi district 
which were in the process of the institutionalization as of June 2010, have instituted the Regent 
Decree in February 2011 and February 2012 respectively. While referring to these two districts’ cases, 
other five districts/cities have launched a process of institutionalization in the past two years and been 
reviewing and updating drafted Regent Decrees. 

(2)  Achievement of the Outputs
1)  Output-1 (3-layred trainings)

From September 2010, the Project conducted a supplemental seminar for the policy makers and 
two supplemental trainings for planners in the targeted eighteen districts/cities where had not 

Cooperation Planning 2 ENOKI Tomoko Project Formulation Advisor
JICA Indonesia Office

Evaluation Analysis SAWASHITA Rie Oriental Consultants co., ltd.

Indonesia 
Authorities 
Concerned

Ir. Gunawan, MA Head of the Center for Management of Overseas 
Cooperation of the Secretariat General, Ministry of Home 
Affairs (MoHA)

Anang Handoyo, S. Kom Staff, Division of Interstate Cooperation, Center for 
Administration of Overseas Cooperation, MoHA

Ivan Rangkuti Head of Division of Proper Technology Usage, 
Directorate General for Community and Village 
Empowerment, MoHA

Farida Kurnianingrung Head of Sub-Division of Proper Technology Usage, 
Directorate General for Community and Village 
Empowerment, MoHA

Arief Setyabudhi Consultant of Division of Proper Technology Usage, 
Directorate General for Community and Village 
Empowerment, MoHA

DR. Royadi, SH, MM Head of Sub-Division of Development Planning 
for IV Region (Sulawesi), Directorate for Regional 
Development Planning, MoHA

Lie Sinfi Head of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education 
and Training Agency, MoHA

Ester Vinny Ella Marpaung Staff of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education 
and Training Agency, MoHA

Period of 
Evaluation

From June 10 to June 30, 
2012

Type of Evaluation: Terminal

3. Results of Evaluation
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started activities on their initiatives. The original module for the planner’s trainings has been 
revised to make it more practical and set it as a supplemental one. Most of the participants of the 
supplemental trainings were selected to those of the chiefs and unit heads of regional BAPPEDAs. 
These attempts led at least seven districts/cities, namely Mamuju district, North Mamuju district, 
North Buton district, South Konawe district, North Konawe district, Polewali Mandar District 
and Baubau city, to take initiatives on development of collaboration mechanisms. In addition, the 
training of trainers (ToT) for Community Facilitators (CFs) were conducted two times during the 
extension of the project period and 45 trainers were newly turned out (cf. before the extension: 13 
trainers turned out, total: 58 trainers, target in PDM: 42 trainers).

2)  Output-2 (Practice/Pilot Activities)
Through the two year’s extension of the project period, up to May 2012, pilot activities were 
conducted with 3,822 participants, training and workshop programs were convened with 2,500 
participants, and 34 organizations were established or strengthened (cf. before the extension: 
593 participants for pilot activities, 1,268 for trainings/workshops and 20 organizations were 
established/strengthened).  
Based on the project principles, i.e. the Japanese side shall not provide any monetary support for 
implementation of pilot activities, these pilot activities were implemented with the budget of local 
government and the resources contributed by local people. It is observed that taking advantage 
of human resources trained through the 3-layered trainings, the progress of the pilot activities 
were made at an accelerated pace, and the management capacity of stakeholders for regional 
development was developed.

3)  Output-3 (Sharing experiences)
Since good practices are effective references to enhance capacity among stakeholders in regional 
development, additional 7 cases to 6 cases as of August 2010 have been analyzed and presented 
in the Project with an activation of pilot activities. In order to share and utilize information and 
resources, the “capacity development module” (CD module) are going to be completed by July 
2012. As a number of good practices referred for regional development activities increased and the 
methods to share experiences are diversified, functions of stakeholders to share experiences are 
strengthened and sharing experiences are stimulated during these two years of extension period.

4)  Output-4 (Sustainability and Replicability)
According to the strategies for the sustainability and replicability of the CDP approach, four 
provinces (North Sulawesi, Central Sulawesi, South East Sulawesi and West Sulawesi) out of 
six have established, or are in under approval process of, the subsequent organizations to the 
Provincial Implementation Committees: PICs and the other two provinces (Gorontalo and South 
Sulawesi) are under consideration of having such organizations. Furthermore, as to strengthen 
promoting CDP approach, Indonesian human resources who were qualified by the Project have 
established an organization called “COMMIT” (Community Initiative for Transformation, Center 
for Training Consulting and Publishing) in May 2012, which has 73 registered members including 
master facilitators and resource persons who have been trained under the Project. It was also 
observed that trainings developed by the Project have been utilized in different occasion outside 
of the target area of the Project with the appreciation of the concept of the CDP approach, and 
distribution of each component of the CD module to government organizations and any other 
individuals/entities has started.
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3-2  Summary of Evaluation Results
(1)  Relevance

For the following reasons, the relevance of the Project is considered to be very high.
In Indonesia, since the revised Local Autonomy Law No. 32 and the National Development Planning 
Law No. 25 were enacted in 2004, the decentralized system has been promoted.  These laws 
stipulate local government’s initiatives, participatory and bottom-up approach as the requirements of 
planning process for regional development. Thus, the approach by the Project is corresponding to the 
development policy of Indonesia.
Furthermore, Japan’s Country Assistance Strategy (CAS), revised in April 2012, states “redress of 
imbalanced development” as one of three main pillars for cooperation to Indonesia. East Indonesia 
is recognized as one of the disadvantaged regions, and Sulawesi is expected to be an engine of 
development for the area. In this context, it can be determined that the approach by the Project is 
corresponding to the CAS.

(2)  Effectiveness 
For the following reasons, the effectiveness of the Project is considered to be high.
1) Achievement 

It can be determined that the project purpose, which aims at “strengthening the capacity 
of stakeholders for regional development in Sulawesi, and developing the mechanisms of 
collaboration among stakeholders in at least six districts/cities”, is achieved since seven districts/
cities have developed/ been developing mechanisms of collaboration among stakeholders. 

2)  Approach/Method to achieve the Project Purpose 
- Revision of contents of training for planners, from conceptual to practical
-  Reconfiguration of duration of trainings for Community Facilitators (CFs) and for planners 

(shorten)
-  Re-examination of selection criteria on the participants for the planners training and the policy 

maker seminar
-  Increase the number of Master Facilitator (MF. Trainers for CF training) through Training of 

Trainers (ToT)
-  Utilize human resources and its networks trained through the original project period
-  Sharing good practices

3)  Utilization possibility and Replicability of the CDP approach
It was observed that there were several cases utilizing the CDP approach, that indicates 
high utilization possibility and replicability of the approach. The examples were; (1) village 
development programs in West Sulawesi and Central Sulawesi adopted the CDP approach and (2) 
capacity development for the extension workers initiated by provincial government in Gorontalo, 
Southeast Sulawesi and South Konawe with use of trainings developed by the Project. 

(3)  Efficiency
For the following reasons, the efficiency of the Project is considered to be high.
1)   Achievement degree of the outputs

All outputs (from 1 to 4) have been achieved (see 3-1 (2) Achievement of the Outputs).
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2)  Causal connection between inputs and achievements
-  The Project has utilized rich assets of JICA’s previous regional development projects in 

Sulawesi. This led the Project having minimum input towards the needy stakeholders.
-  With the principal for creating ownership in both communities and local governments, the 

Project emphasized utilization of local resources.

(4)  Impact
For the following reasons, the impact of the Project is considered to be very high.
1)  Promotion of dissemination of the CDP approach

It was observed that the Project conducted several activities as follows in order to promote 
dissemination of the CDP approach; (i) training for planners at the Training center of MoHA, 
(ii) trainings and workshops for RISE project (Rural Settlement Infrastructure and Kabupaten 
Strategic Aeras Development. Yen Loan) , South-South cooperation and the third country training 
cooperation, (iii) increasing interests in the CDP approach from NGOs and private sector and (iv) 
delivering lectures in a postgraduate school.

2)  Projection of the achievement degree of the Overall Goals
13 regional development programs were identified both in provincial and district level which 
accommodated the CDP approach (provincial level: 6 programs; 4 started and 2 planned, district 
level: 7 programs).  It is observed that these 13 programs aim at bringing in (i) human resource 
development through the CDP approach or (ii) establishment of coordinating organizations to 
promote the CDP approach (ex. village development program in Gorontalo province, community 
development program in Central Sulawesi province, community development program – 
Bartheramas in South-east Sulawesi province, community development program – Bangun Mandar 
in West Sulawesi province, etc). It is expected that precursory programs will serve to stimulate 
other programs and a number of regional programs adopting the CDP approach will increase. Thus, 
when subsequent organizations of PICs are fully established and collaborative relationships among 
organizations concerned will be continued and strengthened, the overall goal can be expected to be 
achieved.

3)  Expansion of opportunities for the central government to be involved in the CDP approach
It was observed that the Project has come proactively to set up opportunities for MoHA to be 
involved in the Project in order to strengthen a tie between the central government and the Project 
so that being possible to explore ways of broader spread of project achievement. Thus, the central 
government had opportunity to understand and grasp the current state of regional development of 
the districts / cities, the needs and changes in the community.  

(5) Sustainability
From the comprehensive points of view as shown below, the sustainability of the Project is considered 
to be high.
1)  Strategies for sustainability and replicability of six provinces in Sulawesi

Facing the end of the project in September 2012, since the beginning of 2011, six provincial 
governments have discussed and developed strategies for sustainability and replicability of the 
CDP approach.  Establishment of the subsequent organizations of the PICs, and utilization and 
enhancement of trainings’ alumni are parts of these strategies.
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2)  Subsequent organizations of the PICs
The entities to take over the PICs’ roles and functions at the end of the project period have been 
established or are under process of establishment in each province. In addition to that, it is planned 
in Southeast Sulawesi and West Sulawesi that the roles and functions to be taken over from the PIC 
are added to the corresponded departments’ duty/job descriptions in the provincial BAPPEDAs 
with provincial formal approvals in order to ensure the sustainability of roles and functions across 
the entire organization.

3)  Proactive operation using local governments’ own budget
As 17 districts/cities have allocated their own budget for the activities of the Project and other 
7 districts/cities have indicated their intention to do so. Compared with that of at the previous 
terminal evaluation in July 2010, it is found that the CDP approach seems to have steadily taken 
root in Sulawesi.

4)  CD module as dissemination and replication tools
In order to disseminate and replicate the CDP approach, the CD module which consists of 21 
items such as textbook on institutionalization of the collaboration mechanism, module of planners 
training management based upon community and collaboration mechanism, module of CF training 
and documentary films has been developed. Distribution of publications/media of the CD module 
through MoHA, BAPPENAS, regional governments, regional BAPPEDAs, communities, PICs 
and any other individual and entities such as BaKTI was observed.  

5)  COMMIT as the resource bank of the Project
Based on the recommendation at the previous terminal evaluation, the COMMIT was consensually 
established through the consideration of institutional, organizational, financial, technical 
possibilities and feasibilities to play a core role in providing trainings and consultation services 
on the CDP approach.  It can be said that the foundation to provide proposed services on the CDP 
approach has been built.

3-3  Factors that promoted realization of effects
(1)  Factors concerning to planning

1)  It was observed that the outcome and human resources network in Sulawesi Island created by 
programs/projects under the JICA had already pervaded to some extent. Thus, in the Project, 
additional small-scale capacity development was enough to establish governmental implementation 
structure.

2)  It was observed that the ownership of Indonesian side had been encouraged through activities such 
as establishment of the collaboration mechanisms. In addition, the process of institutionalization 
of collaboration mechanism was accorded with the conventional process of making decisions. 
Therefore, the Indonesian side could proactively be involved in the Project implementation based 
on the existing processes.

3)  It was observed that the pilot activities prompted utilization of resources in Indonesia.

(2)  Factors concerning to implementation process
1)  The Project team structured the three-layered system for human resource development consists of 

policy makers, planners and CFs, and firstly started promoting policy makers’ understandings of 
the Project concept. Owing to this strategic approach, Heads of BAPPEDAs’ understandings of 
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the Project were followed by the human resources developments, organizational developments and 
institutionalizations.

2)  Utilization of assets – personal network of JICA's previous regional development projects 
contributed to promotion of understanding of the Project concept and effective implementation. 

3-4  Factors that impeded realization of effects
It is considered that frequent personal shifting had influences on deeper understanding of the Project and 

realization of effects at the implementation process. 

3-5  Conclusions
As the Project has been consistent with the development policy of Indonesia on decentralization and 

regional development throughout project period, relevance of the Project is very high. Effectiveness of 
the Project is also high as the activities implemented during extension period such as the 3-layer trainings, 
development of the CD module, organization of the resource bank (COMMIT) and establishment of the 
successor agencies of PICs contributed to achievement of the project goal. Efficiency of the Project is high 
as inputs contributed properly with rich assets of JICA’s related project in the past in Sulawesi. Also, it is 
confirmed that some provinces have plan to take the concept of collaboration mechanism into their regional 
development program, thus possibility of achievement to the overall goal is high if such initiative by the 
provinces is sustained. Moreover, as the result of appreciation of the CDP approach from outside Sulawesi 
region, impact of the Project has been spread to central government and other regions’ program and even 
to other countries. Sustainability of the Project is high as maintaining structure of promoting collaboration 
mechanism within provinces has been arranged such as subsequent body of PICs and the resource bank,.

To conclude, the project purpose is effectively achieved with appropriate activities during the extension 
period. The Study team has found great appreciation of the CDP approach by Indonesian side as a mean of 
creation of people’s ownership and functionalization of meaningful decentralized structure in Indonesia. 
With the strong initiatives of Indonesian stakeholders to promote the concept of the CDP approach, it is 
highly expected that the asset of the Project contributes to mid-long-term regional development of Indonesia 
and creation of trustworthy relationship between the community and local governments.

3-6  Recommendations
1)   It is necessary to promote constitutive functionalization of subsequent organizations to PICs. 

Especially in South Sulawesi province and Gorontalo province, where there is no such organization 
established yet, prompt measures are expected.

2)   It is effective to hold information and experience sharing opportunities among above mentioned 
organizations of each province at regular bases. It is also effective to give an adequate follow-up 
support by JICA to the above activities for maintaining and improving the results of the Project.

3)   It is significant to have monitoring structure of district level activities in each province in order to grasp 
the progress and share good practices to other districts. Result of such monitoring should be shared 
with all of the districts.

4)   It is essential that each province keeps partnership with COMMIT for taking role of the project officers 
after completion of the Project to promote of collaboration mechanism. It is also significant that each 
provincial government maintains necessary working environment (e.g. transportation, office room etc.) 
for COMMIT to enable them to provide the same quality of work in each province.
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5)   JICA is recommended to utilize this CDP approach for the future regional and social development 
projects not only in Indonesia but also other countries. Besides, as many international donors, NGOs 
and universities show the strong interest in this approach, the CDP approach should be academically 
studied and disseminate widely.

3-7  Lessons learned
1)   It is important to proactively utilize the assets of past cooperation such as methodologies of regional 

development and human resources networks.
2)   The local governments’ utilization of external human resources that have been accumulated in the past 

cooperation by Japanese government was proved to be an effective option in order to accelerate the 
realization of seeds of outcomes in an early stage of the Project.

3)   Heads of targeted provinces as well as district BAPPEDAs were recognized as the strategic partners 
and most of them were actively involved in the process. It led the outcomes of the Project not in 
isolated but positioned in the existing institutional systems in Indonesia.
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　背　景

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、これまで実施してきた開発政策の

成果により、国全体としては国民生活の質が向上しつつある一方で、地域間の開発格差が顕在化

している。「国家中期開発計画（RPJMN）2010 ～ 2014」においても、後進地域の開発促進が 11
の国家優先課題の 1 つとして明記されており、後進地域を多く抱える東部地域の開発促進はイン

ドネシア政府にとって喫緊の課題となっている。

また、インドネシアは 2001 年以降に急速に地方分権を進め、開発に関する権限、人員、財源

の地方政府への大幅な移譲が行われた〔関連法令：新自治法第 32 号（2004）及び国家開発計画

法第 25 号（2004）〕。州政府は、国の開発計画との整合性を保ちつつ、県・市政府に対する調整

を行うファシリテーターの役割を果たすことが求められている。一方、県・市政府に対しては、

住民のニーズをボトムアップでくみ取り地域開発計画を立案し実施する役割が求められている。

しかし、中央及び地方政府間の不明確な役割分担や地方行政官の能力不足から、予算執行の遅れ

や行政サービスの質の低下、地域間格差の拡大等様々な問題が生じており、地方分権下における

効果的・効率的な地方行政システムの確立が課題となっている。RPJMN 2010-2014 においても、

ガバナンス改革が国家優先課題に挙げられ、そのなかで地方自治の改善が謳われている。

JICA はこれらの課題に対応する協力として、これまで「スラウェシ貧困対策支援村落開発プ

ロジェクト（1997 ～ 2002）」、「地域開発政策支援プロジェクト（2001 ～ 2005）」、「地方行政人材

育成プロジェクト（2002 ～ 2007）」、「市民社会の参加によるコミュニティ開発プロジェクト（2004
～ 2006）」等の技術協力をスラウェシ 6 州（スラウェシ島内全州。北スラウェシ、ゴロンタロ、

中部スラウェシ、西スラウェシ、南東スラウェシ、南スラウェシ）を含めた地域で実施してきて

おり、地方分権下における地域開発協力に関する知見の蓄積がある。これらプロジェクトを通じ

て多くの人材も育成されてきているが、成果が個人の能力向上に限定され、現場における制度改

善に大きなインパクトを与えるには至っていない。これまで育成してきた人材を活用しつつ、地

域開発関係者間の制度的な協働を促進することで、効果的な地域開発を現場で実現するととも

に、その成果を地方政府のイニシアティブにより面的に広げていくことが課題となっている。

こうした状況下、JICA は、2007 年 9 月から 2010 年 9 月までの 3 年間の計画で、地域関係者相

互の協議・調整に基づき、地域資源を効果的に活用する地域開発を推進するための関係者の能

力向上（CD）をめざし、スラウェシ 6 州において、「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト

（CDP）」（以下、本プロジェクト）を実施してきた。具体的な活動としては、州・県レベルの地

域開発関係者〔①政策決定者、②計画官、③コミュニティ・ファシリテーター（CF）〕に対し、

参加型開発に係る「研修」を実施し、その後の「実践〔パイロット活動（Pilot Activity：PA）〕」、

及び「経験共有」を通して上記関係者の能力強化に取り組んできた。

2010 年 7 月に実施された終了時評価調査においては、①プロジェクト目標達成に更なる時間

を要すること、②本プロジェクトが提供してきた技術支援を引き継ぐ人材を組織化する必要があ

ること、③インドネシア側の要望を踏まえてスラウェシ以外の地域への展開のための準備を行

う必要があること、を理由に協力期間の延長が提言され、2012 年 9 月まで 2 年間プロジェクト

を延長することが決定された。延長期間は、プロジェクト目標達成のための研修及び PA のフォ

ローアップと並行し、自立発展性を確保するための「CD（Capacity Development）リソースバン

－ 1 －



ク（仮称）」の設立、また、本プロジェクトアプローチのスラウェシ島外普及展開のための中央

政府・他ドナーとの連携強化、及び本プロジェクトアプローチに基く地域開発事例分析及び経験

と教訓の取りまとめを行うことを目的としている。

１－２　終了時評価調査の目的

本終了時評価調査は、2012 年 9 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成

果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施

にあたっての教訓を導くことを目的とする。

１－３　調査団の構成

＜日本側＞

担当分野 氏　名 所　属 調査期間

団長（総括） 多田　知幸 JICA インドネシア事務所次長 2012 年

6 月 18 ～ 30 日

参加型開発／地域開発 角田　学 国際協力専門員

地域開発 稲葉　誠 国際協力専門員

協力企画 1 薬師　弘幸 JICA 産業開発・公共政策部

協力企画 2 榎木　とも子 JICA インドネシア事務所企画員

評価分析 澤下　理恵 ㈱オリエンタルコンサルタンツ 2012 年

6 月 10 ～ 30 日

＜インドネシア側＞

氏　名 所　属

Ir. Gunawan, MA Head of the Center for Management of Overseas Cooperation of the Secretariat 
General, Ministry of Home Affairs（MoHA）

Anang Handoyo, S. Kom Staff, Division of Interstate Cooperation, Center for Administration of 
Overseas Cooperation, MoHA

Ivan Rangkuti Head of Division of Proper Technology Usage, Directorate General for 
Community and Village Empowerment, MoHA

Farida Kurnianingrung Head of Sub-Division of Proper Technology Usage, Directorate General for 
Community and Village Empowerment, MoHA

Arief Setyabudhi Consultant of Division of Proper Technology Usage, Directorate General for 
Community and Village Empowerment, MoHA

DR. Royadi, SH, MM Head of Sub-Division of Development Planning for IV Region（Sulawesi）, 
Directorate for Regional Development Planning, MoHA

Lie Sinfi Head of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education and Training 
Agency, MoHA

Ester Vinny Ella Marpaung Staff of Sub-Division of Foreign Cooperation, Education and Training Agency, 
MoHA
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１－４　調査日程（2012 年 6 月 10 ～ 30 日）

Date Time Team Leader Group A Group B Consultants

Mr. Tada Ms. Enoki Mr. Tsunoda Mr.Inaba Mr. Yakushi Ms. Sawashita

10-6  Sun
Tokyo-Jkt-Mks (JL726) (GA 612 
17:15-20:35)

11-6
 

Mon 
Meeting with Project

12-6  Tue
Prep. for interview with community 
and Project

13-6
 

Wed

Move to Mamuju (JT 1302 08:10 )

Meeting with PIC West Sulawesi at 
Bappeda Office

14-6 Thu

Move to Majene District by car

Interview with Community in 
Puawang village

15-6 Fri

Meeting with BAPPEDA of Majene 
District

Move to Makassar by car

16-6 Sat

17-6 Sun

18-6 Mon
Arrive at Jakarta 
(GA651  13:30)

Arrive at Jakarta (NH937 15:15)

19-6 Tue

8:30 Discussion with 4 Counterpart Directorates of MoHA at Center for Management of Overseas Cooperation (AKLN) 

11:30 Discussion with BAPPENAS, Mr. Sumedi

17:15 Jakarta- Makassar (GA612 17:15-20:35)

20-6 Wed 9:00

Meeting Evaluation Team and Project at Santika Hotel

Makassar-Palu GA 608 13:55-15:05 Interview with BAPPEDA of South 
Sulawesi at

Bappeda OfficeMove to Parigi Moutong by car

21-6 Thu 9:00

Courtesy call to Regent of Parigi Moutong
District

Interview with 7 District BAPPEDAs at 
Santika
Hotel

Interview with community in Petapa village

Meeting with BAPPEDA of Parigi Moutong 
District

Move to Palu by car

22-6 Fri

Meeting with PIC of Central Sulawesi at 
Bappeda Discussion with Project and Resource Bank

COMMIT at Project Office
Palu-Makassar GA 609 15:50-17:00

23-6 Sat
M/M Drafting

24-6 Sun

25-6 Mon

9:00 Interview with COMMIT members in East and West Nusa Tengara

Jkt-Makassar GA 610 
(13:55-17:15)

Discussion in Team, M/M Drafting at Santika Hotel

26-6 Tue 8:30 M/M discussion with 6 PICs at Santika Hotel

27-6 Wed 8:30 Signing with 6 BAPPEDAs and JCC at Santika Hotel; leaving for Jakarta GA 655 17:20: 18:35

28-6 Thu 10:00 Signing with MoHA and BAPPENAS and sharing of findings at AKLN
Documentation

29-6 Fri
9:00 Reporting to JICA and EoJ

Jakarta -Tokyo (NH 938 21:45)
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第２章　プロジェクトの概要

２－１　基本計画

プロジェクト名称 スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト（CDP）

協力期間 2007 年 9 月 16 日～ 2012 年 9 月 15 日

対象地域 スラウェシ全 6 州

上位目標 スラウェシ 6 州において、関係者の協働メカニズムが普及することによ

り、地方主導の地域開発が推進される。

プロジェクト目標 スラウェシ 6 州において、地域開発に係る関係者の能力が強化され、協

働メカニズムが整備される。

期待される成果 成果１： 研修を通じて、計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画

能力が強化される。

成果２： パイロット活動（Pilot Activity：PA）の経験を通じて、制度化さ

れた関係者の協働による事業実施運営能力が強化される。

成果３： 州内外において経験共有を行う州実施委員会（Provincial 
Implementation Committee：PIC）の機能が強化される。

成果４： CDP アプローチの持続性及び普及展開可能性を高めるための方

策が確立される。

２－２　プロジェクトの実施体制

★JICA Project Team 
 
4 Japanese Experts 
1 Indonesian Expert 
6 Project Officers in 6 Provinces 

 

 
MoHA 

(AKLN) 

 
BAPPENAS

(Regional 

Development)

BAPPEDA 

South Sulawesi 

 

 

PIC 

BAPPEDA 

Southeast 

Sulawesi 

 

PIC 

BAPPEDA 

West Sulawesi

 

 

PIC

BAPPEDA 

Central 

Sulawesi 

 

PIC

BAPPEDA 

Gorontalo 

 

 

PIC 

BAPPEDA 

North Sulawesi

 

 

PIC

★Joint Coordination Committee (JCC): Co-chaired by MoHA (AKLN) and CD Project Team 
★JCC Members 
Indonesian Side: BAPPENAS  (Regional Development), Chairpersons of 6 Sulawesi Provinces 

BAPPEDAs 
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２－３　協働メカニズムとは

２－３－１　背景・課題

インドネシアでは 1998 年のスハルト政権崩壊後、急速に地方分権化が進み、2001 年から

は地方自治法と財政均衡法により、県行政に大幅に予算執行権限が委譲された。その後、村

レベルから参加型で開発計画をまとめるボトムアップ型の開発計画体系〔ムスレンバン

（Musrenbang）〕の体制が強化された。しかしながら、県政府職員やその他関係者の理解・経験

不足から、県の事業は中央集権時代から引き継がれた資源デリバリ偏重体質が改善されず、実

際に実施される事業は住民のニーズに合致していないだけでなく、その数も限られていた。結

果、事業審査プロセスが不透明だったこともあって、住民は行政を信用しなくなり、ムスレン

バンプロセスにも参加しなくなるという負のサイクルを生み出していった。

２－３－２　協働メカニズムがめざしたもの

本プロジェクトが構築をめざした「協働メカニズム」とは、上記のような負のサイクルを正

のサイクルに変える取り組みである。すなわち、行政が住民のニーズを的確に踏まえ、透明性

の高いプロセスによって効果的かつ効率的な行政サービスを提供し、住民と行政の信頼関係を

構築する仕組みを定着させる試みといえる。これを実現するため、本プロジェクトでは住民と

行政の双方に対してアプローチすることで信頼関係の構築を図っている。すなわち「住民は自

己責任のもと主体者となって開発プロセス全般に取り組み、資源の有効活用、管理、維持でき

る力量を備える」ようになり、行政は「住民に対して、透明なプロセスと公平な判断に基づい

て適切な資源を提供できる力量を備える」ことをめざし、そのために「住民と行政の双方が対

話に根ざした信頼関係を構築」
1
するための仕組みとして、協働メカニズムの整備を行った（図

２－１参照）。

1
　中山一三「専門家業務完了報告書」（2010 年 9 月）P12
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図２－１　協働メカニズムがめざす仕組みの概念

２－３－３　協働メカニズムの定義

上記背景を踏まえ、本プロジェクトでは以下のとおり協働メカニズムを定義している。

【定　義】

地域自らがその特性・固有性を生かし、地域開発のニーズに即した持続的な発展を行って

いけるよう、地域開発における住民の自助努力の醸成、住民と行政の計画づくり・効果的な

資源活用・予算執行を行うための仕組み。

２－３－４　協働メカニズムの特徴

協働メカニズムの特徴は、インドネシアの地方行政における構造的な問題の解決を、行政自

身の能力向上のみに焦点を当てて図るのではなく、むしろ行政サービスの受益者たる住民自身

による課題解決能力の向上を中核課題として軸足を置き、これに必要な行政によるサービスの

あり方を住民と行政の関係改善のプロセスのなかで見いだしていくことにある。つまり、イン

ドネシアの地方行政における負のサイクルを打破するためのエントリーポイントを、行政依存

体質に合った住民自身の意識改革及び行動変容に求め、これに呼応するかたちで行政による質

の高いサービスを結び付けることにより、住民と行政の信頼関係を改善し、正のサイクルの構

築を図っている。具体的には、まず住民自身によって課題発見及び自助努力による課題解決の

方策を検討、実行し、同時に課題解決の方策を検討するプロセスで、住民自身で対応できない

活動については行政に支援を依頼・申請し、行政はこれを支援する。結果、住民自身によって

抽出された課題は、住民による自助努力及び行政等による外部資源の双方の相乗効果によって
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解決される（図２－２及び Box 1 参照）。

行動計画

事業実施・

モニタリング

評価・

フィードバック

課題の特定・

分析 住民の自助努力の醸成
意識化・組織・オーナーシップ、技術能力向上

審査
実施

外部資源

申請

M&E

再計画

住民と行政による計画づくり・

効果的な資源活用・予算執行

住民

行政

 
図２－２　協働メカニズムの基本概念

Box1　参加型開発を前提とした地域開発協働メカニズム

第 1 段階：

・ 住民が自分達で、課題を発掘→行動計画づくり→実施→モニタリング→評価→再計画、の

プロセスの中で自分達の資源を用いて主体的に課題解決を行うサイクル。

・ 住民の意識化、組織化、オーナーシップの醸成、技術的能力向上

・ 住民の能力向上に係るプロセスであり、本プロジェクトでは住民に対するファシリテーショ

ンを CF が担う。

第 2 段階：

・ 住民による申請→行政による審査→資源提供→モニタリングと評価→再計画を、住民と行

政の対話を通して推進するプロセス。

・ 住民が主体的な対応を取るなかで、どうしても自分達で資源をまかない得ない場合のみ、

行政に資源提供を申請する。住民は提供された資源を活用して、更なる課題解決に取り組む。

・ 行政が資源を提供するためには、住民の申請（計画）に対して審査がなされ、審査に合格

した申請に基づいて、資源が提供される。

・ さらに行政は提供した資源が有効に活用されたかどうか、モニタリングと評価を行い、そ

の結果に応じて再計画を行う。

中山一三「専門家業務完了報告書」（2010 年 9 月）より抜粋〔（P15）作者一部編集〕
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２－４　コミュニティ・ファシリテーター（CF）の役割

上記サイクルを構築するために重要な役割を担っているのが CF である。ファシリテーターは

住民自身による課題発掘から課題解決に至るまでの一連のプロセスの能力向上を図る主体であ

り、また住民と行政の信頼関係構築の橋渡し的な役割を担う（図２－３）。

これまでもインドネシアの村落では、行政のさまざまな事業ごとに雇用されたファシリテー

ターが存在していたが、これらファシリテーターは「住民のニーズや力量、地域の課題に対応す

るというより、自分の派遣元の事業を展開することを前提に配置されて」いるため、「村落住民

の必要とする課題対策に直接関係しないことが多く、村落住民にとってはファシリテーターは外

から援助を持ち込む人員としてみられて」いた。その結果、「村落住民が自ら行う開発行為の機

会を制限したり、外からの援助に対する住民の期待を煽ったりする結果を生み出す要因ともなっ

ていた」
2
。

本プロジェクトにおける CF は上記のようなファシリテーターとは一線を画し、物や資金を与

えるためのファシリテーションではなく、住民自らが解決するための人材育成、仕組みづくりに

係る能力強化を図る役割を担う。またそのプロセスにおいて行政と協働し、真に住民のニーズに

合った行政支援につなげる役割も担っており、協働メカニズム構築に係る中核的な機能をもって

いる。

 

� 
 

2-4. コミュニティファシリテーター（CF）の役割 
上記サイクルを構築するために重要な役割を担っているのがコミュニティファシリテータ

ー（CF）である。ファシリテーターは住民自身による課題発掘から課題解決に至るまでの一連の

プロセスの能力向上を図る主体であり、また住民と行政の信頼関係構築の橋渡し的な役割を担う

（図 3）。 

 これまでもインドネシアの村落では、行政の様々な事業ごとに雇用されたファシリテー

ターが存在していたが、これらファシリテーターは「住民のニーズや力量、地域の課題に対応す

るというより、自分の派遣元の事業を展開することを前提に配置されて」いるため、「村落住民の

必要とする課題対策に直接関係しないことが多く、村落住民にとってはファシリテーターは外か

ら援助を持ち込む人員として見られて」いた。その結果、「村落住民が自ら行う開発行為の機会を

制限したり、外からの援助に対する住民の期待を煽ったりする結果を生み出す要因ともなってい

た」2。 

 本プロジェクトにおける CF は上記のようなファシリテーターとは一線を画し、物や資

金を与えるためのファシリテーションではなく、住民自らが解決するための人材育成、仕組みづ

くりに係る能力強化を図る役割を担う。またそのプロセスにおいて行政と協働し、真に住民のニ

ーズにあった行政支援に繋げる役割も担っており、協働メカニズム構築に係る中核的な機能をも

っている。 
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図３ 協働メカニズム構築に係るファシリテーターの役割 

                                                  
2
中山一三「専門家業務完了報告書」（2010 年 � 月）P14 

住民の自助努力の醸成
意識化・組織・オーナーシップ、技術能力向上

䝁䝭䝳ニ䝔ィのニー䝈にᛂ䛨䛯

ᆅᇦ㛤Ⓨ事業の実施
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図２－３　協働メカニズム構築に係るファシリテーターの役割

２－５　協働メカニズム形成に係るアプローチ

２－５－１　基本アプローチ

上述のとおり、本プロジェクトで構築をめざした協働メカニズムは、住民、行政、ファシリ

2
　中山一三「専門家業務完了報告書」（2010 年 9 月）P14
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テーターの 3 者が有機的に結びつくことによって、初めてその効果を発現する仕組みとなって

いることが大きな特徴である。これを実現するため、本プロジェクトでは 6 州 29 県・市を対

象に①政策決定者、計画官、CF に対する研修プログラム（3 層研修）を実施し、② 3 層研修

修了者の主体的な活動をベースとした協働メカニズム構築・制度化に係るパイロット活動を

行った。なお、これらのパイロット活動はすべて県政府の予算によって実施されるものである

ため、パイロット事業として認定にあたっては各県における予算承認プロセスが必要条件と

なっている。またその他の活動として、③協働メカニズムを共有するための州政府による取り

組みや、④協働メカニズムの持続化や普及化に係る取り組みも併せて実施した（図２－４参

照）。協力の実施機関は各州の州知事令により州地域開発計画庁（BAPPEDA）に設置された州

実施委員会（PIC）である。
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（2010 年度実施終了時評価調査団作成）

図２－４　プロジェクトの基本アプローチ
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　投入実績

本プロジェクトの延長に関してインドネシア側と JICA が署名を交わした合意文書〔討議議事

録（R/D）、2010 年 9 月 14 日〕に基づき、以下のとおり日本側とインドネシア側の投入が実施さ

れた。

３－１－１　日本側の主な投入

（１）専門家派遣

2010 年 9 月のプロジェクト延長期間開始から 2012 年 9 月までの 2 年間に、日本人長期

専門家 4 名（111 人／月）と日本人短期専門家 4 名（5.33 人／月）が派遣されている（参

照：付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-3）。これに加え、コミュニティ開発

や CF 研修を担当するインドネシア人専門家 1 名（24 人／月）が投入され、日本人専門家

とともにプロジェクトチームを構成していた。プロジェクト対象地域であるスラウェシ全

6 州には、プロジェクト・オフィサー（PO）が 1 名ずつ配置され、PIC とプロジェクトチー

ムの調整等を担当していた。

（２）供与機材

スラウェシ全 6 州に、プロジェクト活動での使用を目的とした車両が 1 台ずつ供与され

た（参照：付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-4）。

（３）研修員受け入れ

プロジェクト延長期間の 2 年間（2010 年 9 月～ 2012 年 9 月）に、本邦研修として合計

17 名の研修員を受け入れた。プロジェクト期間別及びコース別参加者数は次のとおりで

ある（参照：付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-5）。

表３－１　本邦研修受入者数

2010 年 9 月～

2012 年 9 月

2007 年 9 月～

2010 年 9 月
合　計

カウンターパート（C/P）研修 5 11 16

参加型地域社会開発（PLSD）研修 0 9 9

若手リーダー研修 10 18 28

地域開発マネジメント研修 0 2 2

地方行政と市民社会の連携研修 0 2 2

コミュニティ開発及び地域開発における情報技術

に関する能力向上研修
2 0 2

合　計 17 42 59
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（４）現地活動費

2007 年 9 月から 2012 年 9 月までに、JICA がプロジェクトチームを通じて支出した現地

活動費は、180 億 9,800 万ルピアである〔うち、79 億 7,100 万ルピアが延長期間（2010 年

9 月から 2012 年 9 月）に投入された活動費〕。活動費用は、研修、パイロット活動におけ

る講師派遣、日本人専門家によるコンサルテーション等に活用された（参照：付属資料１．

終了時評価調査ミニッツの ANNEX-8）。

表３－２　年度別日本側投入活動費

年　度 投入活動費（ルピア）

2007 1,521 百万

2008 4,391 百万

2009 4,215 百万

2010 3,164 百万

2011 3,929 百万

2012（見込み） 878 百万

本プロジェクトでは、政策決定者セミナー・計画官研修・CF 研修を対象とした 3 層構

造の研修が実施された。プロジェクト期間別各研修修了者数は次のとおりである（参照：

付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-6）。

表３－３　各研修修了者数

2010 年 9 月～ 2012 年 6 月 2007 年 9 月～ 2010 年 9 月 合　計

政策決定者セミナー 52 92 144

研修官向け研修 41 177 218

CF 研修 0 51 51

マスターファシリテー

ター（MF）研修（CF-ToT）
45 13 58

合　計 138 333 471

３－１－２　インドネシア側の主な投入

（１）カウンターパート（C/P）の配置

プロジェクト開始時にスラウェシ 6 州の各州知事令によって設置された PIC が引き

続き運営されていることが確認された。各 PIC は、州 BAPPEDA 局長を委員長とし、

BAPPEDA 職員、大学研究者等、約 10 名より構成される（参照：付属資料１．終了時評

価調査ミニッツの ANNEX-7）。

（２）プロジェクトオフィスの設営

プロジェクト開始時に各州によって PO の日常業務を行うために設置された執務室（プ
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ロジェクト・オフィス）が、引き続き提供、使用されていることが確認された（参照：付

属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-8）。

（３）プロジェクト予算

2007 年 9 月から 2012 年 9 月までに、本プロジェクトの実施のために、インドネシア側

が支出／配分したプロジェクト予算は、136 億 5,500 万ルピアである〔うち、95 億 4,500
万ルピアが延長期間（2010 年 9 月から 2012 年 9 月）に投入／配分されたプロジェクト予算〕。

プロジェクト予算は、PIC の運営費、対象地域のモニタリング・指導、地方政府主催研修

等に活用された（参照：付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-8）。

表３－４　年度別インドネシア側投入活動費

年　度 投入活動費（ルピア）

2007 0

2008 1,325 百万

2009 2,785 百万

2010 3,233 百万

2011 2,707 百万

2012（見込み） 3,605 百万

（４）対象県／市のプロジェクト予算

2012 年 6 月時点にて、対象全 29 県／市のうち、全体の約 80％にあたる 24 県／市が、

プロジェクト活動のために独自予算を配分もしくは配分予定であることが確認された（17
県／市：配分ずみ、7 県／市：配分予定）。

（５）プロジェクト費用全体におけるインドネシア側の負担

表３－４に示すとおり、年度を経るごとに、インドネシア側によるプロジェクト予算

額は増加している（2011 年度は、当初プロジェクト期間の終了と延長期間の開始の切り

替え期にて、記録上の資金申請額と執行額が一時的に減少したと推測される）。これに伴

い、プロジェクト費用全体におけるインドネシア側の負担割合も堅調に拡大しており、

オーナーシップの醸成が促されていることが確認された。
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図３－１　年度別プロジェクト費用全体におけるインドネシア側の負担割合

３－２　2010 年の終了時評価調査における提言の実施状況

（１）延長期間の位置づけと新たなタスク

本プロジェクトの当初協力期間に対する終了時評価調査（2010 年）の結果として提言さ

れた、新たに追加された 4 つのタスク〔CD リソースバンク（仮称）の設立準備、有効性の

更なる検証と教訓の取りまとめ、アプローチ普及のための方策検討、他地域・事業へのアプ

ローチ導入への端緒づくり〕に対し、プロジェクトチームによって対応が講じられたことが

確認された。

延長期間 2 年間の活動を通じ、ファシリテーター人材組織として COMMIT が設立され、

定期タスクフォース会議や中央政府との意見交換、東部インドネシア情報交換機構（BaKTI）
との連携を通じ、アプローチの更なる普及のための方策が検討された。この方策に基づき、

他地域・事業（西ヌサトゥンガラ州の貧困削減プログラム等）への CD アプローチの導入へ

の端緒が築かれた。一方、CD アプローチの有効性や教訓は、学術的な視点より検証するに

値するテーマであると判断し、JICA 研究所等で今後検証されるべきと判断された。

（２）より効率的かつ効果的な事業の実施

より効率的かつ効果的な事業の実施のため、次の方策が講じられていたことが確認され

た。

１ ）政策決定者セミナー及び計画官研修の内容を理論中心からより実用的な内容に改訂し、

それぞれ、補完セミナー、補完研修と位置づけた。

２ ）補完セミナー及び補完研修は ､ プロジェクト期間延長前に進捗が確認できなかった 18
県／市を対象に実施された。さらに、補完研修の対象者においては、BAPPEDA の計画官

（課長、係長）に限定した。

３ ）プロジェクト期間延長前は、主にプロジェクトにより研修を実施した。ここで育成され

た人材及び共有した研修実施経験を活用し、プロジェクト期間延長後は、地方政府（州、

県／市）においても、積極的に研修が実施された。これにより、研修修了生が飛躍的に増

－ 13 －



加した。

４ ）協働メカニズムの制度化において、プロジェクト期間延長前は日本人専門家が導きなが

ら活動を行った。プロジェクト期間延長後は、延長前に培った経験を先行事例とし参照の

うえ、インドネシア側が主体的に活動を実施した。

（３）プロジェクト終了後の出口戦略を踏まえた事業の持続性・普及拡大性確保

１ ）州レベルで計画官研修及び CF 研修の実施制度化が進められている（西スラウェシ州、

北スラウェシ州、南東スラウェシ州では州による計画官研修が実施された。南スラウェシ

州、中部スラウェシ州でも実施が計画されている）。

２ ）PIC の後継機関が設置／検討された。各州の状況は次のとおりである。

表３－５　各州の PIC 後継機関設置状況

州　名 状　況

ゴロンタロ
ファシリテーターを中心とし、ワーキンググループの結成が検討されてい

る。

北スラウェシ

住民との協働をベースとした計画の推進と評価チーム（Tim EP2BKM）を

州知事令に基づき結成する予定である。事務局は州 BAPPEDA に設置する。

メンバーは州 BAPPEDA、研修所、村落開発局、NGO、学識者が予定され

ている。

南スラウェシ
調整チームの設置を検討中である。州 BAPPEDA 人材・組織部に事務局を

設置する予定である。

中部スラウェシ

協働メカニズム推進チームの結成に関する通達は発行され、設立された。

事務局は、州 BAPPEDA 経済・地域復興部に設置された。州 BAPPEDA、研

修所、村落開発局の人材が在籍する。

南東スラウェシ

協働メカニズムを通じた能力向上実施チームが通達の発行を経て結成され

る予定である。州 BAPPEDA 人事・組織局、官房局、村落開発局、NGO 等

の人材が在籍する。なお、人事交代等による機能の低下（機能の属人化）

を防ぐため、州知事令にて、州 BAPPEDA や関係部局の業務内容として本

チームとしての業務を追記規定する準備が進められている。

西スラウェシ

住民能力向上の調整チームを結成する。メンバーは州 BAPPEDA、村落開発

局、農業局等に在籍する。なお、人事交代等による機能の低下（機能の属人化）

を防ぐため、州知事令にて、州 BAPPEDA 社会文化部の業務内容として本

調整チームとしての業務を追記規定する準備が進められている。

３ ）内務省（MoHA：研修所、村落開発局、地域開発局）、国家開発企画庁（BAPPENAS：
地域開発局、貧困削減局）をはじめ後進地域開発大臣府、インドネシア全国政府連合等、

中央政府との CD アプローチの活用に関する意見交換等、関係強化が図られた。

（４）他地域への能力向上（CD）アプローチの普及展開

１ ）研修の実施、協働メカニズムの制度化及びパイロット活動の経験・教訓を取りまとめた
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CD アプローチに関する能力向上モジュール（CD モジュール）の整備が進められている

ことが確認された。

２ ）他地域からの視察や研修の受け入れが行われた（西ヌサトゥンガラ州、東ヌサトゥンガ

ラ州、マルク州、タンザニア、カンボジア、ブータン、アフガニスタン等）。

３ ）東部インドネシアの援助に関する情報交換機関である BaKTI を通じた CD アプローチの

普及機会の拡大が確認された。

（５）アプローチの有効性の更なる検証と普及のための他事業との連携促進

１ ）PNPM-RISE（Rural Settlement Infrastructure and Kabupaten Strategic Aeras Development。円借

款事業）と連携が行われた（南スラウェシ州ボネ県を対象とするパイロット事業における

地方行政能力強化研修実施、南スラウェシ州対象 3 県における地方行政官・ファシリテー

ター能力強化研修実施、合同評価ワークショップ開催、RISE-II が実施された場合の CD
プロジェクトで育成された人材の活用に関する検討等）。

２ ）他 JICA 協力事業との連携が促進された（技術交換研修・第三国研修・C/P 研修の受け

入れ）。

３－３　成果の達成状況

３－３－１　成果の達成度

下表３－６～３－９に示す、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の評価指標に

基づく各成果の達成状況より、全成果（１～４）は次のとおり達成されたと判断する。

（１）成果１：3 層研修

研修を通じて、計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画能力が強化される。

成果１の達成度は高いと考察される。

2010 年 9 月からの協力期間延長以降、対象県／市のうちこれまでに主体的な取り組みに至っ

ていない 18 県／市を対象とし、政策決定者向け補完セミナー及び計画官向け補完研修が実施

された。これにより、前回の終了時評価時点では「個人レベルの活動」もしくは「反応なし」

の状況であった少なくとも 7 県／市（マムジュ県、北マムジュ県、北ブトン県、南コナウェ県、

北コナウェ県、ポレワリマンダル県、バウバウ市）にて、主体的な取り組みが確認できた。ま

た、延長 2 年間に 2 回の CF 研修実施のための指導者研修（Training of Trainers：ToT）が実施さ

れた。これによって、延長前の 13 名のマスター・ファシリテーター（MF）に加え、45 名が新

たに養成された（延長前 13 名、全養成数 58 名、PDM 目標値 42 名）。
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表３－６　成果１の達成度

PDM における評価指標 達成度

1.  研修参加者の理解度（地域開発の計画実

施プロセス及び各関係者の役割に関する）

特にプロジェクト延長期間のプロジェクト

の顕著な進捗より、研修参加者の理解度は

高いと考察する。

2.  策定もしくは改訂された地域開発計画数 9 州・県／市（cf. 5 県、2010 年 7 月時点）

3.  研修参加者による研修修了後の活動数 113 活動（cf. 43 活動、2010 年 7 月時点）

4.  パイロット活動の経験を活用した研修及

び研修モジュール数

93 研修

（cf. 23 研修、2010 年 7 月時点）

5.  マスター・ファシリテーター（CDP より

認可）の増加数（42 名まで）

45 名増加、合計 58 名

（cf. 13 名、2010 年 7 月時点）

6.  参加型地域社会開発とコミュニティ・

ファシリテーションを理解している指導

員の増加数（18 名まで）

29 名増加

（cf. 0 名、2010 年 7 月時点）

7.  研修マニュアルの数と種類 21 種（cf. 9 種、2010 年 9 月時点）

8. 関係者により実施された研修数 42 研修増加、合計 93 研修

（cf. 51 研修名、2010 年 9 月時点）

（２）成果２：実践／パイロット活動

パイロット活動（Pilot Activity：PA）の経験を通じて、制度化された関係者の協働による事

業実施運営能力が強化される。

成果２の達成度は高いと考察される。

延長 2 年間において、延べ 3,822 名がパイロット活動に、また延べ 2,500 名が研修やワーク

ショップへ参加し、34 の地域開発の組織が構築、強化された（前回終了時評価時：PA 参加

593 名、研修／ワークショップ 1,268 名、20 組織。合計：4,415 名、3,768 名、54 組織）。日本

側の資金提供は行わないとの方針に基づき、パイロット活動は州・県／市・コミュニティの資

源を活用して実施された。3 層研修により育成された人材を活用し、パイロット活動は加速度

的に活発に実施され、地域開発における関係者の事業実施運営能力が強化されたことが確認さ

れた。

表３－７　成果２の達成度

PDM における評価指標 達成度

1.  パイロット活動内の研修や類似比較調査

に参加した関係者数

3,768 名
（cf. 1,268 名、2010 年 7 月）

2.  パイロット活動を通じて地域開発のため

に構築もしくは強化された組織の数

54 組織

（cf. 20 組織、2010 年 7 月）
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3.  パイロット活動の準備・実施のために政

府により配分された予算

0 ルピア（2007 年度 ）
 536 百万ルピア（2008 年度）

1,922 百万ルピア（2009 年度）

2,455 百万ルピア（2010 年度）

1,603 百万ルピア（2011 年度）

3,059 百万ルピア（2012 年度、見込み）

4.  地域により提供された資源 労働力、農地、苗、集会所、農機等

5.  パイロット活動 3,822 名（cf. 593 名、2010 年 7 月時点）

6.  コミュニティによる開発活動の数と種類 84 件

7.  コミュニティ活動を支援しているセク

ターごとの機関の数と種類

16 機関

8.  形成／改善されたシステム／メカニズム

の数

7 システム／メカニズム（cf. 3 システム／メ

カニズム、2010 年 7 月時点）

（３）成果３：経験共有

州内外において経験共有を行う州実施委員会（Provincial Implementation Committee：PIC）の

機能が強化される。

成果３の達成度は高いと考察される。

先行事例が効果的に参照され、プロジェクト目標となる協働メカニズムの構築・制度化が促

進された。蓄積された教訓やノウハウは、全 21 点（協働メカニズムの制度化教本、CF/MF/ 計
画官研修モジュール、研修運営マニュアル、ドキュメンタリー映像等）から構成される CD モ

ジュールとして整備された。これに加え、地域／全国レベルのセミナー及びワークショップ等

の開催・参加を通じ、プロジェクトの活動周知・普及が図られた。プロジェクトにおける顕著

な活動結果より、先行活動を通じ育成された人材や蓄積された経験が効果的・積極的に普及・

活用されたことが確認された（先行制度化事例を参照した協働メカニズムの構築、育成・蓄積

された人材・経験を活用した県／市による研修実施等）。

表３－８　成果３の達成度

PDM における評価指標 達成度

1.  地域開発活動の参考となった事例数 12 件（追加 7 件を含む）

（cf. 6 件、2010 年 7 月時点）

2.  経験共有によるパイロット活動やグッド

プラクティスに関する他地域からの問い

合わせ件数

12 件（9 地域より）

（cf. 8 件 、2010 年 7 月時点）

3.  能力開発モジュール 21 種のアイテムから構成される能力開発モ

ジュールが開発された。

（cf. 9 種、2010 年 9 月時点）
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4.  出版メディアの数と種類 7 種のメディア（追加 4 種を含む）、31 点の

出版物（追加 20 点を含む）を発行した。

（cf. 3 種のメディアと 11 点の出版）

5.  地域／全国レベルのセミナー及びワーク

ショップ

例：

-  経験共有のためのワークショップ（2011 年

3 月）

-  内務省主催、全国州研修所長会議（2010 年

5 月）

-  ワークショップ、会議等への人材の派遣（随

時）

（４）成果４：持続性・普及展開

CDP アプローチの持続性及び普及展開可能性を高めるための方策が確立される。

成果４の達成度は高いと考察される。

前回終了時評価時の提言に基づき、対象全 6 州のうち、4 州（北スラウェシ州、中部スラウェ

シ州、南東スラウェシ州、西スラウェシ州）では PIC の後継機関が結成され、州政府の承認済

みもしくは承認手続き中であることが確認された。2 州（南スラウェシ州、ゴロンタロ州）に

おいては、PIC 後継機関の構想が検討されている最中であり、早期の結成・設立が望まれる。

この PIC 後継機関の設立は、全 6 州の自立発展性と普及展開に関する戦略のひとつである。こ

れに加え、2012 年 5 月、プロジェクトの継続的実施・普及のためのファシリテーター人材組

織（COMMIT）が設立された。1997 年以降の JICA によるプロジェクトで育成された 73 名（国

会議員、州知事、大学教授、州／県行政官、NGO 関係者等）が所属し、主な業務として研修

実施、地域開発コンサルテーション、及び出版を計画している。約 10 の州・県／市からの当

該組織の活用表明、第三国研修への人材派遣受注、及びその他機関からの問い合わせが確認さ

れた。さらに、成果２の達成への過程で開発された CD モジュールが MoHA や NGO を通じ配

布されていること、スラウェシ対象地域内に限らず、研修が提供されていることが確認され

た。

表３－９　成果４の達成度

PDM における評価指標 達成度

1.  インドネシア側の費用負担の増加
年　度

インドネシア側

費用負担額（ルピア）

全体に対す

る負担割合

2007 0 ルピア 0.00％

2008 1,325 百万ルピア 23.18％

2009 2,785 百万ルピア 39.79％

2010 3,233 百万ルピア 50.54％

2011 2,707 百万ルピア 40.79％

2012 3,605 百万ルピア 80.41％

－ 18 －



2.  CDP のワークショップや研修へのスラ

ウェシ島外からの参加者数、あるいは／

及びスラウェシ島外からプロジェクトサ

イトを訪問した人数

79 名
（cf. 0 名、2010 年 9 月時点）

3.  普及展開の確保に対する方策 例：

-  6 州 BAPPEDA 局長の合意のもと策定され

た州戦略

-  PIC 後継機関の設置

-  外部を取り込んだ研修の普及

-  普及ツールとしての CD モジュールの整備

とその活用

4.  CDP アプローチの持続性に関する方策を

含む戦略の策定

-  6 州の持続性と普及展開に向けた戦略（2011
年 11 月）

-  CD リソースバンク設立のための戦略（2012
年 3 月）

３－３－２　プロジェクトの実施プロセス

（１）活動と技術移転

１）計画に沿った活動の実施

研修実績、協働メカニズムの制度化進捗及びこれらのプロジェクト活動の成果の共

有・文書化（CD モジュールの作成等）の進捗及び成果より、プロジェクトの活動は、

計画どおりに実施されていることが確認された。

２）技術移転の方法の適切さ及び効果

州、県、PIC、PO へのインタビューを通じ、日本人専門家とインドネシア側は良好な

関係を構築していることが確認された。この良好な関係の下、日本人専門家の延長 2 年

間の活動は要所におけるコンサルテーション、効果拡大に資するアイディア出し、教

訓の文書化及び普及等、インドネシア側の主体的な活動を促進し、CDP 終了後のイン

ドネシア側による活動の持続性確保に資する活動に徹していると見受けられた。

一方、延長 2 年間の活動の顕著な伸びから、インドネシア側（州、県、PIC、PO）は、

これまでの研修受講やプロジェクト実施による実施訓練（OJT）等を通じ、プロジェク

トの実施に必要な知識や技術を備え、プロジェクトの実施に携わっていると判断でき

る。

これらの状況より、日本人専門家からインドネシア側へは、適切かつ効果的な方法

によって技術移転が実施されたと判断する。なお、日本人専門家による環境整備及び

CDP では資金提供は行わないという一貫した方針が、インドネシア側における CDP に

対するオーナーシップの醸成に貢献していると考えられる。

（２）実施体制

プロジェクト期間の延長された 2 年間では、延長前に比べ、州が県の活動をモニタリン

グする仕組み（モニタリング結果を報告する定例会議の開催）が構築され、西スラウェ
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シ州等では実際にモニタリングが実施、継続されるようになったことが大きな変更点であ

る。スラウェシ 6 州の関係者の出席の下に開催されるタスクフォース会議は、上述の、州

が県の活動をモニタリングする機会としても活用されている（第 1 回マカッサル 2011 年

3 月、第 2 回マナド同年 6 月、第 3 回パル同年 8 月、第 4 回マカッサル同年 11 月）。これ

に加え、延長期間の 2 年間では、中央政府を含む全体でのモニタリングとして、運営委員

会会議（2010 年 9 月）、合同調整委員会（JCC：2011 年 2 月）、プレ合同調整委員会（2011
年 5 月）が開催され、プロジェクトの進捗に関するモニタリング結果が共有された。また、

プロジェクト・チームへのインタビューにより、延長 2 年間の実施体制において最も重視

した点は、PIC と PO が本プロジェクト及び CD アプローチに対する理解を深める体制を

構築することであったことが確認された。追加活動への対応に加え、技術移転、本プロ

ジェクト終了後の継続を見据え、プロジェクト・チーム内のローカルスタッフの増員、業

務内容の見直しが行われた〔延長 2年間で 2名増員、担当は①経験共有促進・ワークショッ

プ運営管理・貧困削減地方インフラ開発事業（RISE）連携、②事務・会計、③リソース

バンク設立準備・データ整備、④インドネシア語校正・製本・英語版最終化の全 4 ポジ

ション 4 名〕。

（３）プロジェクト参加者

１）C/P の配置と意欲

インタビューが実施できた西スラウェシ州では州 BAPPEDA の参加意欲は非常に高い

ことが確認された。州 BAPPEDA の意欲が高い州においては、州から県への適切なコン

サルテーションにより、県の意欲も鼓舞されていた。また、PO や PIC の理解の深度、

能力向上に伴い、積極的にパイロット活動が実施される傾向が読み取れる。これより、

PO、PIC のプロジェクト目標達成における貢献は大きいといえる。一方、潜在能力の高

い C/P の配置がプロジェクト成功の一因になっていると考えられる。

２）研修受講者の人選

延長 2 年間では、政策決定者セミナー及び計画官研修はともに、延長前 3 年間に顕

著な進捗が認められなかった 18 県／市を対象とし、延長前 3 年間のセミナー及び研修

の「補完」と位置づけ実施された。特に、計画官補完研修の受講者は延長前の選定基準

である各部局の課長・係長クラスであることに加え、所属部局が BAPPEDA に限定され

た。これにより、延長 2 年間では、延長前に進捗が確認できなかった県／市においても

活動を創出させることができた。

（４ ）プロジェクトの実施プロセス（特に延長の要因となった事項を実施完了するためのプロ

セス）

技術支援を引き継ぐ人材の組織となる CD リソースバンクとして、関係者の合意の下、

COMMIT が設立された。COMMIT はスラウェシ内外の地域への CD アプローチの普及展

開への貢献を設立目的のひとつに掲げ、本プロジェクト終了後も CD アプローチの持続・

普及において一翼を担うことが期待されている。また、BaKTI との連携により本プロジェ

クトの成果の普及を開始している。
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３－４　プロジェクト目標の達成状況

スラウェシ 6 州において、地域開発に係る関係者の能力が強化され、協働のメカニズムが整

備される。

今回の終了時評価時点（2012 年 6 月）では、対象 29 県／市のうち全 7 県／市において協働メ

カニズムが整備された（PDM 目標値 6 県／市）。前回終了時評価時（2010 年 7 月）に制度化過程

にあった 2 県では、県知事令として発布された（タカラール県：2011 年 2 月、ワカトビ県：2012
年 2 月）。この 2 県が参考事例となり、新たに 5 県／市（ポフワト県、パリギモトン県、パル市、

北ミナハサ県、マムジュ県）が協働メカニズムの制度策定過程（県知事令素案の改訂等）に至っ

たものである。上記状況より、プロジェクト目標は達成されたと判断する。対象全 29 県／市に

おける到達状況は下表のとおりである。

表３－ 10　協働メカニズム整備に向けた活動の到達ステージ別推移

2012 年 6 月時点 2010 年 6 月時点

県／市数 対象県／市 県／市数 対象県／市

人・組織・制度

づくり

7 タカラール、ワカトビ、

ポフワト、パリギモトン、

パル市、マムジュ、北ミ

ナハサ

2 タカラール、ワカトビ

人・組織づくり 2 スラヤル、北マムジュ 1 ポフワト

人づくり 6 北ブトン、南コナウェ、

北コナウェ、バウバウ市、

ボラアンモゴンドウ、ポ

レワリマンダル

4 スラヤル、パリギモトン、

トジョウナウナ、北ミナ

ハサ

予算化 2 トジョウナウナ、マジェ

ネ

4 ボラアンモゴンドウ、ト

モホン、パル市、北ゴロ

ンタロ

意思表明 7 南ミナハサ、トモホン、

ボネ、ボアレモ、ボネ・

ボラゴ、北ゴロンタロ、

ゴロンタロ

5 タラウッド、ブオル、マ

ジェネ、シドラップ、ボ

ネ・ボラゴ

個人レベルの活

動

4 タラウッド、ブオル、シ

ドラップ、ドンガラ

10 ドンガラ、南ミナハサ、

ポレワリマンダル、ママ

サ、北マムジュ、北ブト

ン、南コナウェ、バウバ

ウ市、ボネ、ボアレモ

反応なし 1 ママサ 3 北コナウェ、マムジュ、

ゴロンタロ
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３－５　上位目標の達成状況

スラウェシ 6 州において、関係者の協働メカニズムが普及することにより、地方主導の地域

開発が推進される。

上位目標の指標である州、県の開発計画に記載された「ステークホルダーの参画による自主的

な地域開発プロジェクト」数については、終了時評価時点（2012 年 6 月）では、13 の地域開発

計画〔州レベル：6 計画（開始済み 4 計画、開始予定 2 計画）、県レベル：7 計画（開始未開始の

別は不明）〕において、① CDP アプローチによる人材育成、あるいは② CDP アプローチを推進

するための調整組織などの設置を開発計画に盛り込む、あるいはその予定であることが確認され

た〔例：ゴロンタロ州村落開発プログラム、中央スラウェシ州村落におけるコミュニティ開発プ

ログラム、南東スラウェシ州“Bartheramas”コミュニティ開発プログラム（学校運営・保健の無

償化プログラム）、西スラウェシ州“Bangun Mandar”コミュニティ開発プログラム等〕。このうち、

4 計画は既に開始されている。これらの先行事例を参考にして他計画の実施が促進されることが

見込める。このような状況より、PIC の後継機関が設置され、機能し、協働メカニズムに関する

関係者間での協力が継続・強化される限り、上位目標は達成されると予測できる。
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第４章　終了時評価結果

４－１　妥当性

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は非常に高いと考察される。

４－１－１　必要性／ニーズ

インドネシアでは、中央集権体制から地方分権体制に移行し、地方政府首長は住民の直接選

挙により選出されるようになった。これにより、地域開発における住民参加型アプローチやボ

トムアップ・アプローチの重要性が、関係者間で認識されている。本プロジェクトが取り組ん

でいる地域社会全体の能力向上、関係者間の協働メカニズムの構築は、このようなインドネシ

アの政治・社会面の変化に合致する。

４－１－２　政策上の優先度

インドネシアでは、新自治法第 32号（2004年）、国家開発計画法第 25号（2004年）が施行され、

地方分権が推進されている。同法では、地域開発計画策定プロセスについて、地方政府の主体

性、参加型アプローチ、ボトムアップ・アプローチが要件として規定されている。さらに、本

プロジェクトは、インドネシアで新しく制定された国家中期開発計画（RPJMN）2010 ～ 2014
年の開発課題のひとつ「アジェンダ V：包括的かつ均一な開発」と密接に関わり合っている。

同アジェンダでは、開発プロセスに住民が関わることが大変重要な要素になることが提示され

ている。このように、インドネシア側の開発政策と本プロジェクトのアプローチは合致してい

る。

一方、わが国の国別援助計画（2012 年 4 月改訂）では、「開発における不均衡の是正」が 3
つの柱の 1 つとして提示されている。対象地域であるスラウェシ島は、インドネシアにおける

開発後進地域である東部インドネシアに属し、地域の開発拠点となることが期待されている。

これらより、日本の援助戦略と本プロジェクトのアプローチは合致している。

４－１－３　手段としての適切性

地域開発において、本プロジェクトのアプローチが従来の資源投入型アプローチではなく、

地域の資源の活用とコミュニティの能力開発をめざしていること、また特定のグループを対象

とするアプローチではなく地域社会における主要なステークホルダーを包括的にとらえるアプ

ローチであることが理解され、高く評価されていることが確認された。また、このアプローチ

の特徴により、本プロジェクトへのインドネシア側の主体的な参画を誘引し、オーナーシップ

の醸成が促進された。このように、本プロジェクトアプローチの特性に起因し、インドネシア

側のオーナーシップが醸成されたことにより、特に 2010 年 9 月以降のプロジェクト延長期間

において、各成果及びプロジェクト目標の達成における顕著な進捗、及びプロジェクト終了後

に備えた主体的な対処が創出されたと考察する。このような状況より、本プロジェクトのアプ

ローチはプロジェクトの実施及び終了後の持続性及び普及展開の確保において、適切であった

と判断する。
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４－２　有効性

以下の理由により、有効性は高いと考察される。

４－２－１　プロジェクト目標の達成

地域開発に関する関係者の能力が強化され、対象 29 県／市のうち 6 県／市において協働メ

カニズムが整備されることをめざしたプロジェクト目標に対し、7 県／市（ワカトビ県、タカ

ラール県、ポフワト県、パリギモトン県、パル市、マムジュ県、北ミナハサ県）において協働

メカニズムが整備された。ワカトビ、タカラール両県では、県の制度に協働メカニズムが組み

込まれることが県知事令として発布された。他 5 県／市では協働メカニズムの制度化に関する

知事令等の素案策定／改訂が進められている（2012 年に制定予定）。延長前後の対象 29 県／

市における協働メカニズム整備に向けた活動の到達ステージ別推移は前章の表３－ 10 及び下

図４－１のとおりである。
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図 6 協働メカニズムᩚഛに向けたάືの฿㐩ステージู᥎⛣ 
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図４－１　協働メカニズム整備に向けた活動の到達ステージ別推移

４－２－２　プロジェクト目標を達成するために講じられたアプローチ・方策等貢献要因

プロジェクト目標の達成及び前回終了時評価時（2010 年 7 月）の提言に対して、プロジェ

クト延長 2 年間に講じられた主なアプローチ・方策等貢献要因は以下のとおりである。

（１）計画官向け研修内容の改訂

当初プロジェクト期間（2007 年 9 月～ 2010 年 9 月）の経験に基づき、研修内容は理論

から実践に重点を移し、より実用的かつ業務へ活用しやすい情報・技術の習得に焦点を当

てた内容に改訂された。

（２）CF 研修・計画官向け研修期間の短縮化

研修生及び研修生所属機関のニーズ及び研修内容の改訂に基づき、より出席しやすくな

るよう、プロジェクト延長期間にて下記のとおり研修期間が短縮された。

・CF 研修：35 日間から 18 日間へ
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・計画官向け研修：95 時間 /10 日間から 52 時間 /5.5 日間へ

（３）政策決定者セミナー及び計画官向け研修受講者選定基準の見直し

プロジェクト延長期間では、プロジェクト当初期間 3 年間に主体的な活動が確認されな

かった 18 県／市を対象とし、政策決定者セミナー及び計画官向け研修をそれぞれより実

用的な内容に改訂した、補完セミナー及び補完研修が実施された。さらに、計画官向け研

修では、対象を BAPPEDA の課長及び係長に限定した。この試みにより、これまで主体的

な活動の認められなかった 18 県／市のうち、少なくとも 7 県／市において、協働メカニ

ズムの策定において主体的な活動が確認された。

（４）ToT による CF 研修用指導員（MF）の増員

プロジェクト延長期間 2 年間にて、新たに 45 名の ToT 修了生が輩出し、合計 59 名の

MF が本プロジェクトにて育成された。プロジェクト当初期間に実施された CF 研修によ

り CF が育成されたことにより、ToT 受講候補者数が増加し、延長期間に MF の人数を飛

躍的に増員することができた。また、MF の増加により、カスケード方式にのっとり、よ

り多くの CF 研修が実施可能になると推測される。

（５）これまでに育成した人材とネットワークの活用

プロジェクト当初期間 3 年間の活動を通じ、プロジェクトの C/P が育成された。このよ

うな人材及びそのネットワークの活用が、プロジェクト実施促進に貢献したと考察でき

る。

（６）グッド・プラクティスを活用した経験共有

タカラール県やワカトビ県における協働メカニズムの制度化のように、プロジェクト当

初期間における先行事例は、政策決定者等の本プロジェクトアプローチに対する理解の促

進、及び他県／市の PO やその他の関係者の能力向上に貢献した。

４－２－３　本プロジェクトのアプローチの活用と普及拡大

本プロジェクトが採用したアプローチ（CDP アプローチ）の活用性と普及拡大性の高さを

示す事例として、①西スラウェシ州・中部スラウェシ州の村落開発プログラムの取り組み・プ

ログラムへの導入、及び②ゴロンタロ州・南東スラウェシ州の普及局（農林水産分野の普及担

当官・普及員など）や南コナウェ県等（普及員など）、村落開発プログラムや普及部門セクター

の人材育成が確認された。また、CDP アプローチは、県／市におけるムスレンバンの改良、

貧困削減プログラムにおけるコミュニティのエンパワメント、及びコミュニティに直接サービ

スや技術的アドバイスを提供する際等の手段として活用されている。

４－３　効率性

以下の理由により、効率性は高いと考察される。
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４－３－１　成果の達成度

上述（第３章３－３－１項）に示す、PDM の評価指標に基づく各成果の達成状況より、全

成果（１～４）は達成されたと判断する。

４－３－２　投入と成果の因果関係

本終了時評価調査を通じ、本プロジェクトにおける投入と成果の次の因果関係が確認され

た。

（１ ）これまでのスラウェシ地域における日本の地域開発分野への協力で培ってきた豊富な人

的資源や知見の活用により、高い効果を得ることができた（全日本人長期専門家はこれま

での日本による類似案件従事経験者であり、日本・インドネシア間の良好な関係の下、本

プロジェクトを円滑に開始することができた）。

（２ ）コミュニティと地方行政のオーナーシップの醸成を方針とし、本プロジェクトは地域資

源の活用を提唱してきた。これにより、日本側からの資金・モノによらず、地域の資源を

活用することにより、インドネシア側のオーナーシップ醸成に貢献することができた。

（３ ）各州に PO が 1 名ずつ配置され、プロジェクト・チームと PIC 間の調整役を担ってきた。

これは、地理的に広大な地域にわたる対象県／市の活動のモニタリング等の効果的な実施

に貢献した。

（４ ）本プロジェクトは、NGO や大学と連携関係を構築した。東部インドネシアの情報交換

機構である NGO、BaKTI と連携し、CDP アプローチを活用したグッドプラクティスの紹

介本を発行した。BaKTI により、分かりやすいイラストが挿入された紹介本が完成し、

グッドプラクティスの理解の促進に貢献している。また、研修カリキュラムの見直し、品

質の確保等において、本プロジェクトはハサヌディン大学（UNHAS）と連携しているこ

とが確認された。

４－４　インパクト

以下の理由により、インパクトは非常に高いと考察される。

４－４－１　CDP アプローチの普及促進

次の活動を通じ、CDP アプローチの普及を促進する方策が講じられていることが確認され

た。

（１）MoHA 研修所での計画官向け研修の実施

（２）対象地域外（東ヌサトゥンガラ州、西ヌサトゥンガラ州、マルク州等）への研修提供

（３）他の地域開発プログラムである RISE への研修やワークショップの提供
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‐南スラウェシ州ボネ県の地方行政官能力向上研修（2011 年 7 月、10 月）

‐ 南スラウェシ州の対象 3 県（ジェネポント県、シンジャイ県、エンレカン県）の地方行

政官能力向上研修（2012 年 4 月、5 月）

‐合同評価ワークショップ（2011 年 11 月）

（４ ）視察、第三国研修や南南協力としての日本や他国（タンザニア、ブータン、カンボジア、

アフガニスタン等）からの派遣団や研修生の受け入れ

（５ ）BaKTI との関係構築による、CDP アプローチを NGO や民間セクター等に普及させる場

の拡大

（６ ）UNHAS での、コミュニティ開発専攻の大学院生に対する地域開発計画科目の一環とし

ての、CDP アプローチに関する講義の提供（2012 年 3 月より）

４－４－２　上位目標の達成見込み

第３章３－５節に示すとおり、終了時評価時点（2012 年 6 月）では、13 の地域開発計画にて、

① CDP アプローチによる人材育成、あるいは② CDP アプローチを推進するための調整組織な

どの設置を開発計画に盛り込む、あるいはその予定であることが確認されたこと、さらに、こ

のうち 4 計画は既に開始されていることより、これらの先行事例を参考にして他計画の実施が

促進されることが見込める。このような状況より、PIC の後継機関が設置され、機能し、協働

メカニズムに関する関係者間での協力が継続・強化される限り、上位目標は達成されると予測

できる。

４－４－３　中央政府が CDP アプローチに参画する機会の拡大

前回終了時評価（2010 年 7 月）の提言に基づき、中央政府がプロジェクトに主体的に参画

することによる、成果のより広範な普及展開の方策を探るべく、特にプロジェクト延長期間に

おいて、プロジェクトは MoHA との連携を深めてきたことが確認された。これにより、中央

政府は、県／市の地域開発の現状、コミュニティのニーズや変化を理解・把握する機会を得

た。

４－５　持続性

以下の総合的観点より、持続性は高いと考察される。

４－５－１　持続性と普及展開に関するスラウェシ 6 州の戦略の策定・実施

2012 年 9 月のプロジェクト終了にあたり、2011 年年初より 6 州にて CDP アプローチの持続

性と普及展開に関する戦略が検討され、2011 年 11 月に 6 州の BAPPEDA 局長の合意の下、戦

略が策定された。この戦略は、① PIC の後継機関の設置、②対象県／市の位置づけ、③持続性

と普及展開を確保するための活動の提案、④研修修了生の活用及び強化等により構成される。

本戦略の 2012 年 6 月の実施状況は、付属資料１．終了時評価調査ミニッツの ANNEX-10 に示

す。
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４－５－２　PIC の後継機関の設置

プロジェクト終了後に、PIC の機能を引き継ぐ機関が各州にて既に設置済み、あるいは設置

検討がなされている〔2012 年 6 月時点では、4 州（北スラウェシ州、中央スラウェシ州、南東

スラウェシ州、西スラウェシ州）では既に後継機関が設置もしくは承認過程であり、2 州（ゴ

ロンタロ州、南スラウェシ州）では設置検討中〕。PIC の後継機関の設置に加え、南東スラウェ

シ州と西スラウェシ州では、PIC の機能が、それを引き継ぐ州 BAPPEDA 部局の職務もしくは

業務として公式に認可されるよう、手続きが進められている。これにより、人事交代等による

PIC 機能の喪失や低下を防ぎ、組織全体で PIC 機能が継続される環境の構築をめざしているこ

とが確認された。

４－５－３　地方政府予算を活用した運営

対象 29 県／市のうち、17 県／市では活動に独自予算が投入され、さらに 7 県／市ではその

意思が確認された。前回終了時評価時（2010 年 7 月）は 16 県／市において独自予算の投入も

しくは、投入に向けた意思が確認されたことと比較すると、地方政府においてより積極的に独

自予算が投入されており、CDP アプローチの定着が進んでいると判断できる。

４－５－４　普及ツールとしての CD モジュールの開発

活動を通じて生まれたノウハウや経験共有のツールとして、全 21 点から構成される CDP 統

一モジュール（協働メカニズム制度化教本、計画官向け研修教本、研修運営マニュアル、CD
研修教本、ドキュメンタリー映像等）が開発された。これらは MoHA、BAPPENAS、地方政府、

NGO 等を通じ、広く配布されていることが確認された。

４－５－５　CDP アプローチのファシリテーター人材組織（COMMIT）の設置

前回終了時評価の提言に基づき、2012 年 5 月、COMMIT が設置された。COMMIT は、CDP
アプローチを継承した地域開発のための人材育成や政府関係機関等に対するコンサルテーショ

ン実施の能力、及び人的ネットワークを有する。COMMIT を通じ、CDP アプローチの普及

展開が継続されると想定できる。COMMIT の概要については付属資料１．終了時評価調査ミ

ニッツの ANNEX-12 に示す。

４－６　貢献要因と阻害要因の検証

４－６－１　効果発現に貢献した点

計画内容、実施プロセスにおける効果発現について、次の要因が貢献したと考察する。

（１）計画内容に関すること

１ ）これまでにわが国が実施した、スラウェシ地域でのコミュニティ開発案件における

成果や培った人材ネットワークを通じ、本プロジェクト概念が対象地域において浸透し

た。これにより、本プロジェクト概念を実現するための人材育成研修によって政府の実

施体制を確立することができたこと。

２ ）協働メカニズムの制度化等、本プロジェクトでの活動を通じて、先方のオーナーシッ

プが醸成された。また制度化プロセスを先方の政策決定手順と合致させた。これらに
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よって、先方が従来の政策決定手順にのっとり、主体的に本プロジェクトの実施に携わ

ることができたこと。

３ ）日本側の、パイロット活動実施に対し資金・モノを提供しないという徹底した方針に

基づき、パイロット活動が先方の資源の活用を促進し実施されたこと。

（２）実施プロセスに関すること

１ ）人材育成を政策決定者・計画官・CF の 3 層構造ととらえ、まず、政策決定者に対す

る本プロジェクト概念の理解を促した。この戦略的アプローチによって、州 BAPPEDA
局長がプロジェクトを理解したうえで、これに続く人づくり・組織づくり・制度化を進

めることができたこと。

２ ）これまでの JICA のスラウェシにおける地域開発プロジェクトで培った資源（人的ネッ

トワーク）を活用したことによって、本プロジェクト概念への理解が円滑に促進され、

プロジェクトの効率的な実施に貢献したこと。

４－６－２　問題点と問題点を惹起した要因

頻繁な人事異動が、関係者の理解促進や、実施プロセスにおける効果の発現に影響を及ぼ

したと考察する。人事異動が要因となり、ゴロンタロ州では、PIC の後継機関が未設立である

〔本終了時評価時点（2012 年 6 月）〕等、本プロジェクト終了後の持続性確保において課題が

残されている。
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第５章　結　論

５－１　結　論

本件はインドネシア地方行政に係る開発政策との整合性が保たれており、実施の妥当性が高い

ことが確認された。また延長期間中に実施された 3 層研修、CD モジュールの作成やリソースバ

ンクの組織化、PIC の後継機関の設立はプロジェクト目標の達成に貢献し、その有効性は高かっ

た。さらに本プロジェクトは過去の類似プロジェクトのアセットである人的資源、経験や教訓が

生かされており、その効率性も高い。また対象州内の複数の開発プログラムに協働メカニズムを

導入することが検討されていることから、各州の取り組みの継続が確保されれば上位目標達成の

可能性は高い。このほか、CDP アプローチの他州への普及、MoHA による研修、円借款等の他

開発プログラムとの連携、他国からの研修受け入れ等、本プロジェクトが残したインパクトは大

きい。さらに、6 州中 4 州では州政府において CDP アプローチを継承する後継機関が設立ある

いは設立検討中であること、プロジェクトを通じて育成されたファシリテーター人材が正式に組

織化されたことから、プロジェクトの持続性は高いと判断できる。

上記の観点から、本プロジェクト延長期間中の活動によってプロジェクト目標は達成された。

今後、CDP アプローチの普及に係るインドネシア側関係者のイニシアティブが継続することに

より、本プロジェクトが残した財産がインドネシアの中・長期的な地域開発に貢献し、またコ

ミュニティと行政の信頼関係の醸成に寄与していくことが期待される。

５－２　提　言

協働メカニズムの持続性を保ち、普及させていくためには、対象の各州が普及戦略をもち、

PIC の機能を引き継ぐ実施体制を維持していくことが大切である。また各州及び県は、COMMIT
として設立された人材バンクに代表されるような CD アプローチを専門とする技術的なリソース

との効果的な関係を保つことが必要と考える。本プロジェクト終了後の協働メカニズム普及のた

めの基本的な仕組みは以下のとおり。 

�� 
 

図 7 プロジェクト⤊了ᚋの協働メカニズムᬑཬのためのᇶ本的な仕組み 
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図５―１　プロジェクト終了後の協働メカニズム普及のための基本的な仕組み
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終了時評価調査団は上図の仕組みに基づき、以下の点について提言する。

（１ ）州政府は、県における協働メカニズム普及のエンジンとしての役割を担う。したがって、

州政府に、PIC の後継機関として普及促進を管理する公的な特別部局（常設が望ましい）を

設置する必要がある。既にほとんどの州においてそのような機関が設置済み、あるいは設置

過程であるが、南スラウェシ州とゴロンタロ州ではまだ進んでいないため、後継機関の設置

と役割の明確化を早急に実施すべきである。

（２ ）各州の PIC 後継機関の間で、定期的に、情報と経験の共有を行う機会をもつことが効果的

である。事例研究の共有や他州での経験を真似てみることが、各州での質の高い協働メカニ

ズムの促進にシナジー効果をもたらす。また、本プロジェクトの成果を持続し向上させるた

めに、JICA が各州の取り組みに対し適切なフォローを行うことも効果的である。

（３ ）各州において、活動の進捗を把握しよい事例を他の県と共有するために、県レベルでの活

動をモニタリングする仕組みを整備することが重要である。モニタリング結果は、定期的な

会合、ニュースレター、ウェブサイトやソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）
などを通じ、すべての県に共有されるべきである。

（４ ）本プロジェクト期間中は、協働メカニズム構築に係る相談役として、PO が重要な役割を

担った。これを踏まえ、各州は協働メカニズム促進のため、プロジェクト終了後に PO の役

割を担う COMMIT との連携を持続させることが必要である。また、各州においてこれまで

と同じ質の高い仕事を続けるために、各州政府が COMMIT に対し必要な執務環境（交通手

段、事務室等）を引き続き提供することが重要である。

（５ ）CDP アプローチは、これまでのスラウェシ地域における地域開発プロジェクトを通じ

て、インドネシア側 C/P と JICA がともにつくり上げてきたものである。参加型開発と地方

政府の能力向上におけるこのアプローチの効果は、本プロジェクトによって証明されたと

いえる。JICA は、インドネシア国内だけでなく、他の国・地域における今後の地域開発プ

ロジェクトにおいて、このアプローチを活用していくとよい。加えて、多くのドナー機関、

NGO が本アプローチに強い関心を示していることから、本アプローチを学術的に研究し、

その成果をドナー機関等に発信すべきである。

５－３　教　訓

（１）過去のアセットとネットワークを蓄積し、現在のニーズに生かす

スラウェシ地域での、日本とインドネシアの 20 年以上にわたる協力を通して蓄積された、

貴重で豊かな過去のアセットが、インドネシアの民主化と地方分権化プロセスにおけるニー

ズとうまく合った。本プロジェクトは、これまでのこの地域における類似の協力で培われた

手法、地域開発の方法論、人的資源を十分に活用し、実りの多い成果を導き出したといえ

る。
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（２）政策決定者との戦略的な連携関係

本プロジェクトでは、対象州のほとんどの州知事及び州 BAPPEDA 局長を、戦略的パート

ナーとしてプロジェクト活動に積極的に巻き込んでいった。6 名の州 BAPPEDA 局長（当時）

は日本で研修を受け、彼ら自身の地域の開発について密度の濃い議論を行った。この集中的

な議論のおかげで、プロジェクト活動期間の後半に実施した政策決定者向けセミナーは、特

に協働メカニズムの制度化において効果的なものとなったといえる。

（３）外部資源の活用

プロジェクトの初期段階では、コミュニティレベルでの成果の萌芽を加速させるために、

外部の組織や人的資源の利用が、政府機関にとっては効果的な選択肢であることが証明され

た。こうした初期の成果は広範な関係者を惹きつけることができ、プロジェクト概念の理解

の促進や、協働作業への動機づけに役立った。焦点は、その後、こういったノウハウを徐々

に政府の既存の体制の中に移していく、すなわち協働メカニズムの内包化をいかに進めるこ

とができるかである。
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、
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A
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P

E
D
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、
計

画
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講
者
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5
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1
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計

画
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た
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県
知
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村

レ
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計

画
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定
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F（
N
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O

関
係

者
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村
落

住
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）
2
0
0
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県
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通

達

■
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f c
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発
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働
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組
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プ
ト

作
り
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開

発
協

働
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目
的

達
成
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連
し

た
活

動
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ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

調
整

、
C

F
の

ﾌ
ｧ
ｼ
ﾘ
ﾃ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

を
通

し
た

住
民

活
動

の
報

告
と

り
ま

と
め

B
A

P
P

E
D

A
関

係
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■
W

or
ki

ng
 g

ro
up
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ol
la
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ra

tio
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開
発

計
画

、
実

施
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

セ
ス

の
質

を
高

め
る

こ
と

と
、

住
民

と
県

行
政

と
の

橋
渡

し

B
A

P
P

E
D

A
関

係
者

、
C

F

■
W

or
ki

ng
 g

ro
up

 fo
r c

ol
la

bo
ra

tio
n 

in
 v

ill
ag

e
le

ve
l.

開
発

計
画

、
実

施
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

セ
ス

の
質

を
高

め
る

こ
と

村
長

、
C

F
、

村
落

開
発

担
当

者

■
Fo

ru
m

 o
f c

om
m

un
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 fa
ci

lit
at

or
C

F間
で

の
能

力
向

上
を

果
た

す
経

験
共

有
の

場
C

F

1 3
W

ak
at
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i
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2
S

el
ay

ar
2

4
P

oh
uw

at
o

6

県
知

事

2
0
1
2
年

2
月

に
署

名
さ

れ
た

県
知

事
令

に
記

載

5
Ta

ka
la

r

・
W

or
ki

ng
 g

ro
up

 fo
r

in
st

itu
tio

na
l

st
re

ng
th

en
in

gの
中

に
タ

ス
ク

フ
ォ

ー
ス

が
形

成
さ

れ
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2
0
0
9
年

5
月

以
降

、
ﾏ

ｶ
ﾆ
ｽ

ﾞﾑ
制

度
化

の
推

進
役

を
担

っ
た

。

・
20

09
年

5月
の

県
知

事
通

達
。

お
よ

び
20

11
年

2月
に

署
名

さ
れ

た
県

知
事

令

20
12

年
2月

に
署

名
さ

れ
た

県
知

事
令

プ
ロ

グ
ラ

ム
支

援

現
在

組
織

化
の

是
非

、
妥

当
性

、
可

能
性

を
検

討
中

20
10

年
プ

ロ
ポ

ー
サ

ル

現
状

不
明

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

の
共

同
を

通
し

て
地

域
開

発
の

質
向

上
を

果
た

す
活

動
を

推
進

･調
整

す
る

た
め

B
A

P
P

E
D

A

沿
岸

･島
嶼

部
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
た

め
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テ
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ク
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講
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、
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ル
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ム
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長
、
郡
事
務
長
、
郡
レ
ベ
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ォ
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事
務
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ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨｰ

と
協

働
を
強

化
す
る
た
め
の

活
動

の
調

整
市

長

ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨｰ

と
協

働
を
強

化
す

る
た
め
の

活
動

に
関

わ
る
関

係
機
関
の
調
整
、
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
･評

価

B
A
P
P
E
D
A
等

市
関

係
部

局
、
N
G
O
関

係
者

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
修
受
講
者
）

・
2
0
0
8
年

1
1
月

現
知

事
通
達

・
2
0
1
1
年

4
月

提
出

さ
れ

た
ﾌ
ﾟﾛ
ﾎ
ﾟｰ
ｻ
ﾙ

5
P

ar
ig

i M
ou

to
ng

12

構
想
中
の
県
知
事
令

プ
ロ
グ
ラ
ム
支

援

協
働
ﾒ
ｶ
ﾆ
ｽ
ﾞﾑ
を
通
し

た
ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨｰ
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基

本
に

据
え
た
地

域
開

発
計

画
の

推
進

の
た
め

B
A
P
P
E
D
A

構
想
中
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ド
ネ

シ
ア

語
で

略
称

C
FP

2)
B

A
P

P
E
D

A
と

C
F
の

活
動

等
の

調
整

の
た

め
県 B

A
P

P
E
D

A
詳

細
未

定
研

修
受

講
中

の
C

F
P

O
（
20

12
年

6月
）

県
B

A
P

P
E
D

A
に

よ
る

覚
え

書

12
P

ol
ew

al
i M

an
da

1
■

W
or

ki
ng

 g
ro

up
 to

 s
tre

ng
th

en
 p

la
nn

in
g

sy
st

em
 b

as
ed

 o
n 

co
m

m
un

ity
 a

nd
 s

ta
ke

ho
ld

er
co

lla
bo

ra
tio

n

住
民

と
協

働
を

基
本

に
据

え
た

開
発

計
画

シ
ス

テ
ム

形
成

の
た

め

県
知

事

住
民

と
協

働
を

基
本

に
据

え
た

開
発

計
画

シ
ス

テ
ム

形
成

に
関

わ
る

調
整

お
よ

び
実

施
支

援

詳
細

不
明

P
O

と
2
0
1
1
年

4
月

に
作

成
･提

出
さ

れ
た

県
知

事
通

達
案

承
認

さ
れ

た
県

知
事

通
達

が
が

届
い

て
い

な
い

が
、

P
O

に
よ

る
と

既
に

承
認

さ
れ

た
と

の
こ

と

M
in

ah
as

a 
U

ta
ra

3

P
al

u
3

構
想

中

不
明

（
県

知
事

令
素

案
で

は
未

確
定

）

構
想

中
の

県
知

事
令

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ﾃ
ｨｰ

の
主

体
性

を
基

本
に

据
え

た
地

域
開

発
に

お
け

る
協

働
ﾒ
ｶ
ﾆ
ｽ

ﾞﾑ

B
A

P
P

E
D

A
等

関
係

者
に

よ
る

構
想

・
F
o
ru

m
 o

f 
pa

la
n
n
e
rs

と
F
o
ru

m
 o

f 
C

F
へ

の
助

言
・
メ

カ
ニ

ス
ム

の
プ

ロ
セ

ス
全

般
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

と
評

価

9
M

am
uj

u
7

20
12

年
2月

に
作

成
さ

れ
た

協
働

メ
カ

ニ
ズ

ム
枠

組
み

の
チ

ャ
ー

ト

86

・
20

11
年

9
月

ﾌ
ﾟﾛ

ﾎ
ﾟｰ

ｻ
ﾙ

沿
岸

･島
嶼

部
の

住
民

エ
ン

パ
ワ

メ
ン

ト
と

協
働

ﾒ
ｶ
ﾆ
ｽ

ﾞﾑ
を

基
本

に
据

え
た

経
済

開
発

活
動

の
実

施
の

た
め

ﾌ
ﾟﾛ

ﾎ
ﾟｰ

ｻ
ﾙ

に
て

整
理

さ
れ

た
構

想
の

段
階

住
民

の
要

請
の

審
査

、
協

議
、

資
源

の
提

供

T
im

 M
al

iu
n
ti
n
u
vu

 K
o
ta

P
al

u
を

中
心

と
し

た
関

係
者

で
の

構
想

の
段

階

－ 95 －



or
ga

ni
za

tio
ns

 fo
r r

eg
io

na
l d

ev
el

op
m

en
t f

or
m

ul
at

ed
 o

r i
m

pr
ov

ed
 b

y 
st

ak
eh

ol
de

rs
 th

ro
ug

h 
pi

lo
t a

ct
iv

iti
es

　
(J

un
e 

19
, 2

01
2)

N
o

D
is

tri
ct

数
組
織
名

設
立

目
的

設
立

者
機

能
所
属
者
数
と
そ
の
属
性

情
報
源

備
考

13
K

on
aw

e 
S

el
at

an
1

6月
中
に
計
画
官
と

C
F研

修
受

講
者

の
組

織
化

が
検

討
さ
れ

て
い
る

詳
細

不
明

県
知

事
詳

細
不

明
詳
細
不
明

P
O

6
月
1
9
日
か
ら
2
4
日
ま
で

に
予
定
さ
れ
て
い
る
C
F
研

修
後
に
、
県
知
事
通
達
に

よ
り
組
織
化
を
図
る
と
の
こ

と

14
K

ot
a 

B
au

 B
au

1
■

W
or

ki
ng

 g
ro

up
 fo

r P
la

nn
er

 fo
r C

om
m

un
ity

（
6

月
中
に
形
成
予
定
）

関
係

部
局

の
調

整
の

た
め

B
ap
pe
da
長

官
の

意
向

で
は

詳
細

不
明

計
画
官
研
修
受
講
者
（
主
に
県
関
係
部
局
）

P
O

B
ap
pe
da
長
官
の
意
向
で

は
、
県
知
事
通
達
に
よ
っ

て
形

成

54
P

O
: P

ro
je

ct
 O

ffi
ce

r
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ス
ラ
ウ
ェ
シ
地
域
開
発
能
⼒
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／
ス
ラ
ウ
ェ
シ

6
州
の
継
続
性
確
保
・
普
及
の
た
め
の
戦
略
（

20
11
年

11
⽉
）

 

 
20

12
年

9
⽉

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
を

前
に

、
ス

ラ
ウ

ェ
シ

6
州

の
州

政
府

は
20

11
年

初
か

ら
、

継
続

性
確

保
と

普
及

の
た

め
の

戦
略

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

に
州

政
府

が
何

を
柱

に
、

ど
の

よ
う

な
フ

ァ
シ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

県
関

係
者

に
⾏

い
、

こ
れ

ま
で

の
成

果
を

継
続

・
普

及
し

て
い

く
か

の
戦

略
）

を
策

定
し

て
き

た
。

現
在

、
各

州
で

協
議

さ
れ

て
い

る
継

続
・

普
及

に
向

け
た

戦
略

に
は

、（
１

）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

の
組

織
（

開
発

局
を

中
⼼

と
し

た
州

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

チ
ー

ム
結

成
、（

2）
対

象
県

の
レ

ベ
ル

分
け

、（
3）

今
後

、
1－

2
年

間
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
研

修
な

ど
い

く
つ

か
の

活
動

、（
4）

こ
れ

ま
で

育
成

さ

れ
て

き
た

関
係

者
の

活
⽤

、
―

な
ど

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
。

 

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
側

は
、

各
州

の
協

議
を

推
進

す
る

た
め

、
3

⽉
、

6
⽉

、
8

⽉
、

11
⽉

と
6

州
間

の
戦

略
内

容
の

共
有

・
交

換
の

場
を

セ
ッ

テ
ィ

ン
グ

し
て

き
た

。
そ

の
中

で
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

か
ら

は
、

州
政

府
に

と
っ

て
、

当
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

メ
リ

ッ
ト

（
活

⽤
で

き
る

点
）

は
何

か
、

そ
の

メ
リ

ッ
ト

を
実

現
さ

せ
る

に
は

ど
ん

な
⽅

策
が

必
要

か
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
無

く
な

っ
た

後
、

ど
の

組
織

・
誰

が
、

そ
の

実

施
推

進
役

と
な

る
の

か
ー

と
い

っ
た

問
を

投
げ

か
け

て
き

た
。

 

 
各

州
、

そ
れ

ぞ
れ

⼈
事

異
動

な
ど

も
あ

り
、

当
初

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

与
し

て
こ

な
か

っ
た

関
係

者
も

い
た

こ
と

か
ら

、
何

の
た

め
の

戦
略

か
を

再
度

考
え

る
た

め
、

20
11

年
10

⽉
に

は
州

実
施

委
員

会

強
化

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

2
⽇

間
に

わ
た

り
実

施
し

た
。

そ
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
で

は
、

県
政

府
レ

ベ
ル

で
お

こ
る

協
働

メ
カ

ニ
ズ

ム
構

築
の

成
果

を
、

州
政

府
が

ま
ず

理
解

し
、

ど
う

活
⽤

す
る

の
か

、
そ

の
考

察
を

深
め

る
た

め
、

ワ
カ

ト
ビ

県
な

ど
が

協
働

メ
カ

ニ
ズ

ム
（

住
⺠

主
体

活
動

に
端

を
発

し
た

、
⾏

政
と

住
⺠

の
連

携
）

の
意

義
・

プ
ロ

セ
ス

を
説

明
す

る
な

ど
し

た
。

 

 
現

状
ま

で
の

と
こ

ろ
、

以
下

の
項

⽬
が

各
州

で
決

定
事

項
と

し
て

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

 
州

 
中

心
的

組
織
（

州
実
施

委
員

会
を

代
替
す

る

も
の

）
 

対
象

県
の

位
置

づ
け

 
継

続
性

確
保

と
普
及

の
た

め
の

活
動
 

研
修

参
加

者
の

活
用

と
強

化
 

ゴ
ロ

ン
タ

ロ
州
 

フ
ァ
シ
リ

テ
ー
タ
ー

と
し
て

、
ワ

ー
キ
ン

グ

グ
ル
ー
プ

を
結
成
す

る
。
 

- 
C
D
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

ア
プ
ロ

ー
チ
を
実

践
し
て
い

る
ポ
フ
ワ

ト
県
を

先
行
参
考

事
例
と
位

置
付
け
、
同
県

へ
の
フ

ァ
シ

リ

テ
ー
シ
ョ

ン
継
続
と

、
州

内
の

他
5
県

へ

の
普
及
を

行
う
。
 

- 
州

研
修

所
講

師
へ

の
P
L
S
D
紹

介
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 

- 
県

と
州
職

員
へ
の
計

画
官
向

け
研
修
実

施
 

- 
他

ド
ナ
ー

へ
の
経
験

共
有
と

フ
ァ
シ
リ

テ
ー
シ

ョ
ン
技
術

紹
介
ワ

ー
ク
シ
ョ

ッ

プ
 

- 
漁

業
関
係

者
に
対
す

る
フ
ァ

シ
リ
テ
ー

タ
ー
研

修
実
施
 

- 
ポ

フ
ワ
ト

県
で
の
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
フ
ァ

シ
リ
テ

ー
タ
ー
の

活
動
サ

ポ
ー
ト
 

- 
開

発
推
進

委
員
へ
の

関
連
研

修
実
施
 

- 
毎

年
、
研
修

参
加
者

の
報

告
・

意
見
交
換

の
た
め
の

会
合
を

実
施
す
る

。
 

 

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
 

住
民

と
の

協
働

を
ベ

ー
ス

に
し

た
計

画
の

推
進

と
評

価
チ

ー
ム

 
(
T
im
 
E
P2
B
KM
)
 
を

州
知
事
令

に
基
づ
き

結
成
す

る
。
事
務

局
を

州
開
発
局

研
修
開
発

課
に
設

置
す
る
。
メ
ン

バ
ー
は
同

州
開
発
局

、
研
修

所
、
村
落

開
発

局
、
N
G
O
、
学

識
者
。
 

- 
北

ミ
ナ
ハ

サ
県
へ
の

コ
ン
サ

ル
テ
ー
シ

ョ
ン
を
継

続
的
に
実

施
。
 

- 
北

ミ
ナ
ハ

サ
県
の
経

験
普
及

先
と
し
て

、

特
に
、
南
ミ
ナ

ハ
サ

県
へ
の

コ
ン
サ
ル

テ

ー
シ
ョ
ン

実
施
。
 

- 
経

験
共
有

ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

を
タ
ラ
ウ

ッ
ド
県
、
ト
モ
ホ
ン

市
、
ボ

ラ
ア
ン
モ

ゴ

ン
ド
ウ
県

へ
行
う
。
 

- 
北

ミ
ナ
ハ

サ
県
で
の

協
働
モ

デ
ル
村
の

推
進
（

コ
ン
サ

ル
テ

ー
シ
ョ

ン
と
モ
ニ

タ

リ
ン
グ

）。
 

- 
継

続
的
な

計
画
官
向

け
研
修

実
施

.
 

- 
F
a
c
e 
B
oo
k
や

E
メ

ー
ル

活
用

し
て

の
情

報
共

有
 

研
修
参
加

者
の
会
を

結
成
。
研
修

参
加

者
の

認
証

と
研

修
な

ど
関

連
す

る
活

動
で

の
講

師
と

し
て

の
活
用
。
 

南
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
 

C
D

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ア
プ

ロ
ー

チ
継

続
と

普

及
の
た
め

の
調
整
チ

ー
ム
を

結
成

。
州

開
発

- 
タ

カ
ラ
ル

県
と
ス
ラ

ヤ
ル
県

を
先
行
事

例
と
し
て

他
県
へ
普

及
さ
せ

て
い
く
。
 

- 
継

続
的
な

計
画
官
向

け
研
修

の
実
施
 

 

州
政

府
な

ど
の

開
発

の
パ

ー
ト

ナ
ー
と
し

て
「
地

域
開

発
フ
ァ

シ
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局
人
材
・

組
織
部
に

事
務
局

を
設
置
。
 

リ
テ
ー
タ

ー
と
計
画

官
協
会

」
を

研
修

参
加

者
を

メ
ン

バ
ー

と
し

て
結
成
す

る
。

 
 

中
部

ス
ラ

ウ
ェ

シ
州

 

中
部

ス
ラ

ウ
ェ

シ
協

働
メ

カ
ニ

ズ
ム

推
進

チ
ー
ム
を

結
成
す
る

。
事

務
局
は

州
開

発
局

の
経
済
・
地
域
振
興

部
に
置

く
。
メ
ン

バ
ー

は
同
州
開

発
局
、
研

修
所
、

村
落
開
発

局
。

- 
パ

リ
ギ
モ

ト
ン
県
ペ

タ
パ
村

を
住
民
と

行
政
の
連

携
の
参
考

事
例
と

し
、
普
及

活

動
の
中
で

活
用
す
る

。
 

- 
公

務
員
（

仮
採
用
）

へ
の
関

連
研
修
実

施
 

- 
パ

リ
ギ
モ

ト
ン
県
の

プ
ロ
セ

ス
に
関
す

る
ド
キ

ュ
メ
ン
ト

フ
ィ
ル

ム
作
成
 

- 
州

村
落
開

発
プ
ロ
グ

ラ
ム
強

化
の
一
環

と
し
て

、
村
職
員

と
フ
ァ

シ
リ
テ
ー

タ

ー
の
強
化

研
修
実
施
 

-  
研

修
参
加

者
の
デ
ー

タ
ー

ベ
ー
ス
作

成
 

-  
研

修
参
加

者
の
連
絡

調
整

会
議
の
実

施
（
先
行

事
例
を

学
ぶ
な
ど

）
 

南
東

ス
ラ

ウ
ェ

シ
州

 

- 
協

働
メ
カ

ニ
ズ
ム
を

通
じ
た

能
力
向
上

実
施
チ
ー

ム
を
結
成

す
る
。

メ
ン
バ
ー

は
、
州

開
発
局

、
人

事
・
組
織
局

、
官

房

局
、
村
落

開
発

局
N
G
O
、

等
。
 

- 
開

発
局
や

関
係
部
局

に
関
す

る
組
織
職

域
規
定
（
州

知
事
令
）
を
改
訂

し
、
上

記

チ
ー
ム
が

活
動
を
行

う
た
め

の
土
台
を

整
え
る
。
 

- 
ワ

カ
ト
ビ

県
の
経
験

を
活
用

し
、
現
在

タ

ー
ゲ
ッ
ト

で
あ
る
他

4
県
（
南

コ
ナ
ウ
ェ

、

バ
ウ
バ
ウ
、
北
コ
ナ
ウ

ェ
、
北
ブ

ト
ン
県
）

の
活
動
推

進
を
行
う

。
 

- 
協

働
メ
カ

ニ
ズ
ム
を

通
じ
た

能
力
向
上

実
施
チ

ー
ム
の
強

化
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ

- 
計

画
官
向

け
研
修
を

関
連
事

業
局
の
計

画
担
当

官
に
実
施

す
る
。
 

- 
農

業
普
及

員
へ
の
フ

ァ
シ
リ

テ
ー
シ
ョ

ン
研
修

の
実
施
。
 

ま
ず

は
研

修
参

加
者

の
現

状
振

り
返

り
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
実

施
す
る
。
 

西
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
 

住
民

能
力

向
上

の
調

整
チ

ー
ム

を
結

成
す

る
。

メ
ン

バ
ー

は
州

開
発

局
、

村
落

開
発

局
、
農
業

局
な
ど
。
 

- 
継

続
的
な

県
へ
の
コ

ン
サ
ル

テ
ー
シ
ョ

ン
実
施
。
 

- 
特

に
活
動

の
無
い
マ

マ
サ
県

に
対
し
て

、

集
中
し
て

コ
ン
サ
ル

テ
ー
シ

ョ
ン
を
行

う
。
 

- 
C
D
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

ア
プ
ロ

ー
チ
を
活

用
し
た

フ
ァ
シ
リ

テ
ー
タ

ー
研
修
実

施
（
州
開

発
プ
ロ
グ

ラ
ム
で

あ
る
「
バ

グ
ン
マ

ン
ダ
ル
」

の
改
善
 

- 
継

続
的

な
研

修
実

施
。

2
0
1
2
年

、
2
01
1
年

の
継

続
と

し
て

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

タ

ー
研
修
実

施
（
「
バ
グ

ン
マ
ン

ダ
ル
」
の

フ
ァ
シ

リ
テ
ー
タ

ー
を
対

象
者
の
一

部
と
す
る

）
 

- 
住

民
主
体

活
動
と
協

働
メ
カ

ニ
ズ
ム
に

関
す
る

州
規
則
の

策
定
。
 

研
修
参
加

者
の
会
を

結
成
し

、
経

験
共
有
の

場
と
す
る

。
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主催者 実施期間 受講者数 研修員の所属機関 

ゴロンタロ州政府 
(BAPPEDA) 

2010.10.25-10.27 24 州地域開発計画、普及局、村落開発 

北ミナハサ県 
(BAPPEDA) 

2010.11.29-12.03 12 地域開発、公共事業局、海洋・水産、保健、林業、統計局 

パリギ・モウトン

県 
(BAPPEDA) 

2011.01.24-01.29 28 地域開発、郡事務所、公共事業局、農業局、天然資源管理局

（林業省下部組織）、村落開発局 

JICA CDP 2011.02.28-03.05 17 北スラウェシ州：地域開発計画 
西スラウェシ州：地域開発計画 
北マムジュ県：地域開発計画 
マジェネ県：地域開発計画 
バウバウ市：地域開発計画 
南コナウェ県；地域開発計画 
ドンガラ県：地域開発計画 
南ミナハサ県：地域開発計画 
ボアレモ県：地域開発計画 
シドラップ県：地域開発計画 

JICA CDP 2011.03.07-03.12 24 ゴロンタロ州：地域開発計画 
中スラウェシ州：地域開発計画 
南スラウェシ州：地域開発計画 
ポフワト県：地域開発計画 
ボネ・ボランゴ県：地域開発計画 
ブオル県：地域開発計画 
北コナウェ県：地域開発計画 
北ブトン県：地域開発計画 
ポレワリマンダル県：地域開発計画、村落開発 
トモホン市：地域開発計画 
マムジュ県：地域開発計画 
ボネ県：地域開発計画 

ポレワリ・マンダ

ル県 
(BAPPEDA) 

2011.05.09-05.13 30 地域開発計画、人事、文化・観光、県内郡事務所、青年・ス

ポーツ、村落開発、海洋・水産、商工、農業・畜産、情報・

通信 
南コナウェ県 
(BAPPEDA) 

2011.05.16-05.21 36 地域開発計画、村落開発、運輸、防災、保健、家族計画・女

性エンパワーメント、情報通信、海洋・水産、食糧、協同組

合・中小企業振興、国民統合、環境、社会、鉱業エネルギー、

林業、人事、監査、農園、商工、農業、住民登録、県議会事

務局、公共事業、労働・移住、青年・スポーツ 
西スラウェシ州 
(BAPPEDA) 

2011.05.24-05.28 25 州政府：地域開発計画、村落開発 
北マムジュ県：地域開発計画 
マムジュ県：地域開発計画、住民登録 
ポレワリ・マンダル県：地域開発計画 
ママサ県：地域開発計画 

マムジュ県 
(BAPPEDA) 

2011.05.29-06.02 30 地域開発計画、公共事業局、村落開発、林業、農業、保健、

教育 
バウバウ市 
(BAPPEDA) 

2011.07.22-07.27 36 地域開発計画、海洋・水産、開発事務、財務、商工・協同組

合、許認可、行政事務、村落開発、農林、経済、住民登録、

地方収入、保健、教育、環境、運輸、労働・移住、人事、文

化・観光、情報・通信 
 

北スラウェシ州 
(州研修所) 

2011.11.21-11.26 14 州地域開発計画、公共事業局、海洋水産局、保健局、農園局、

林業局、村落開発局、農業局、研修所 
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６．計画担当官向け研修受講者の所属機関



主催者 実施期間 受講者数 研修員の所属機関 
南スラウェシ州 
(州研修所) 

2012.11.28-12.3 40 州政府：地域開発計画、村落開発、研修所 
バル県：地域開発計画、村落開発 
シドラップ県：地域開発計画、村落開発 
シンジャイ県：地域開発計画、村落開発 
バンタエン県：地域開発計画、村落開発 
タカラール県：地域開発計画、村落開発 
スラヤール県：地域開発計画 
ボネ県：地域開発計画 
ワジョ県：地域開発計画、村落開発 

スラヤール県 
(BAPPEDA) 

2011.12.12～12.15 30 地域開発計画、村落開発、海洋・水産、農業、社会、郡事務

所、村役場 
内務省研修所 2012.02.06-02.11 28 南東ミナハサ県；地域開発計画、 

ボラアン・モゴンドウ県：地域開発計画 
ゴロンタロ州：地域開発計画、村落開発 
ポフワト県：普及局、村落開発局 
西スラウェシ州：地域開発計画、村落開発 
北マムジュ県：地域開発計画 
ポレワリ・マンダル県：地域開発計画 
タカラール県：地域開発計画 
スラヤール県：地域開発計画 
南東スラウェシ州：地域開発計画 
北コナウェ県：地域開発計画 
南コナウェ県：地域開発計画 
北ロンボク県：地域開発計画 
内務省：研修所 

バウバウ市 
(BAPPEDA) 

2012.03.06-03.13 19 清掃・公園、地域開発計画、市立病院、法務・組織、海洋・

水産、国民統合・政治、行政課、郡事務所、社会・労働、人

事・研修、鉱業・エネルギー、情報・通信、経済、住民登録

北ブトン県 
(BAPPEDA) 

2012.03.14-03.19 36 地域開発計画、郡事務所、海洋・水産、農業、林業、警備、

統計、保健、教育、公共事業、村落開発、普及局、労働・移

民、環境、普及 
 
 

バウバウ市 
(BAPPEDA) 

2012.04.09-04.13 22 地域開発、都市計画、郡事務所、開発課、監査、村落開発、

環境、商工・中小企業振興、文化・観光、運輸省、家族計画・

女性エンパワーメント、保健 
西スラウェシ州 
(BAPPEDA) 

2012.05.09-05.13 30 保健、教育、村落開発、地域開発計画、公共事業局、農業、

人事、社会、普及局、防災、家族計画・女性エンパワーメン

ト、労働・移民、環境 
北コナウェ県 
(BAPPEDA) 

2012.05.15-05.19 22 人事・研修、住民登録、法務課、庶務・儀典、国民統合・政

治、商工・協同組合、県議会事務局、許認可局、図書館、農

園局、海洋・水産局、一般行政課、財務課、家族計画・女性

エンパワーメント、運輸局、開発事務局、青年・スポーツ、

文化・観光、社会課 
南東スラウェシ州 
(BAPPEDA) 

2012.05.21-05.25 32 保健、教育、社会、海洋・水産、林業、商工、労働・移住、

公共事業、地方収入、鉱業・エネルギー、文化・観光、農業、

農園、青年・スポーツ、州立病院、普及員調整局、村落開発、

女性エンパワーメント・家族計画、環境局、調査・研究、人

事部、投資誘致、防災局、地域開発計画、 
パル市 
(BAPPEDA) 
 
 

2012.06.21-0623 38 地域開発、保健、教育、郡事務所、清掃、消防、監査、文化・

観光、青年・スポーツ、防災、人事、労働、住民登録、国民

統合・政治、普及局、市民病院、環境、村落開発、商工、公

共事業、家族計画、情報通信、農林水産 
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No. Office Address Telp.

1. CD Project in Makassar Gedung Koperasi Lantai I (0411) 443618/
Kantor Gubernur Sulawesi Selatan (0411) 443607
Jalan Urip Sumoharjo No. 269 Makassar

2. Project officer office in
South Sulawesi Kantor Bappeda Provinsi Sulawesi Selatan -

Ruang Kerjasama Lembaga Asing Lantai II
Komp. Kantor Gubernur Sulawesi Selatan
Jalan Urip Sumoharjo No. 269 Makassar

3. Project officer office in
Central Sulawesi Kantor Bappeda Provinsi Sulawesi Tengah (0451) 429455

Ruangan Bagian Perencanaan Ekonomi Lantai II
Jalan Prof. Moh. Yamin SH No. 9, Palu 

4. Project officer office in
Southeast Sulawesi Kantor Bappeda Provinsi Sulawesi Tengah (0401) 3128643

Ruangan Bidang Sosial Budaya
Jalan S. Parman No. 2, Kemaraya,  Kendari 

5. Project officer office in
North Sulawesi Kantor Bappeda Provinsi Sulawesi Utara (0431) 864543

Ruangan BPPLT (Badan Pengelolaan Pesisir dan 
Laut Terpadu) Lantai II, Jalan 17 Agustus,Manado

6. Project officer office in
Gorontalo Kompleks Perkantoran Gubernur Gorontalo (0435) 827019

Gedung Sekretariat Bersama JICA CD Project 
dan UNDP Art Gold, 
Jalan Sapta Marga, Kelurahan Botu,
Kecamatan Kota Timur, Kota Gorontalo

7. Project officer office in West
Sulawesi Kantor Bappeda Provinsi Sulawesi Barat (0426) 21536

Jalan Jenderal Ahmad Yani No. 1, Mamuju

Offices of Sulawesi Capacity Development Porject
Prepared by each Provincial BAPPEDA in Sulawesi
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８．各州のプロジェクトオフィサー事務所情報




	表紙
	目次
	図表目次
	略語表
	評価調査結果要約表
	評価調査結果要約表（英文）
	第１章　終了時評価調査の概要
	第２章　プロジェクトの概要
	第３章　プロジェクトの実績
	第４章　終了時評価結果
	第５章　結　論
	付　属　資　料
	１．終了時評価調査ミニッツ
	２．パイロット活動を通じ構築強化された組織
	３．パイロット活動情報
	４．スラウェシ6 州の持続性確保戦略
	５．COMMIT 設立のためのミニッツ
	６．計画担当官向け研修受講者の所属機関
	７．計画官向け研修ToT 修了者情報
	８．各州のプロジェクトオフィサー事務所情報




